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退任にあたって

lh幽
　　　中部産政研

前理事長加藤裕治

　急なことになってしまったが、この度11

月20日の評議員会で理事長を退任させてい

ただいた。関係各位のご理解をいただき、4

年前の本職就任からずっと夜間の法科大学院

に通い、本年卒業そして司法試験に合格、そ

して最高裁判所の司法修習生となることと

なった。司法修習生には厳格な兼職禁止規定

があり現職は全て退任する必要があったとい

うのがその理由である。個人の事情を勘酌い

ただき無理をお願いすることになってしまっ

たが、幸い全トヨタ労連の東会長が業務多忙

にも関わらず本職を兼務いただけることと

なった。東会長におかれては兼務ながら再登

板であり、私としては何の心配もなくお任せ

できるわけで、本当にありがたく感謝に堪え

ない。公益法人となった中部産政研を事務局

長、主任研究員、事務員のみなさんと新理事

長で力を合わせ、より発展させていただける

よう心より祈念する次第である。

　そのようなわけで巻頭言も今回が最後にな

る。そこで私自身がこの巻頭言にどのような

思いを込めてきたかを簡単に述べ、お礼のご

挨拶にかえさせていただきたいと思う。

　巻頭言というのはその誌の最初に読者の目

に触れるものであるから、それ以降の内容に

読み進む読者の興味を膨らませもするが縮ま

せもする可能性がある。そう考えて常にその

ような緊張感の中で書いてきた。テーマにつ

いては、産政研フォーラムのその号ごとの特

集テーマを意識し、それとある程度リンクす

るよう心掛けてきたつもりである。

　そしてもう一つ、そのような目的とは別に

巻頭言のなかで、中部産政研の設立の原点で

ある良き労使関係の構築という大目標にむけ、

これを引っ張っていくべき労使のリーダーの

皆さんに、労使関係ひいてはそれを基盤とす

る日本の民主主義をあるべき方向に導いてい

く覚悟なり努力を触発できるようなものにし

たいという思いを込めたつもりである。

　昨今の日本社会の現状を見るにつけ、政治

のふがいなさ、そして制度疲労しているにも

かかわらず改革がままならない官僚社会に、

憤りを通り越してあきらめに似た気持ちを抱

いている方も多いだろうと思う。私はそうい

う方々にいつも申し上げるのであるが、「絶

対にあきらめないでほしい」。なぜなら日本
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は国民主権による民主主義の構築を可能にす

る憲法を制定してまだわずか70年しか経っ

ておらず民主主義国家としては、まだまだ発

展途上だからである。

　欧米先進国はどの国も大抵18世紀中ごろ

に市民が君主から主権を勝ち取り、そこから

以後民主主義の様々なルールを作り上げてき

た。それぞれの国が250年近い血のにじむ努

力の歴史を持っているのである。それに比べ

れば日本は立派な憲法はあるものの、アメリ

カ主導で作り上げた国民主権であるから筋金

がなかなか入らない。従って明治以来の天皇

制下の官僚主義、中央集権の強いお任せ民主

主義とでもいうべき幼い民主主義しか持ち得

ていないと思うのである。民主主義は人類が

作り出したもっとも優れた、かつ人間的な統

治システムといわれるが、主役が一人ひとり

の国民であることから、合意形成はもちろん

政策を実現していくプロセスでも、恐ろしく

手間暇がかかる。一例がアメリカの大統領を

選ぶプロセスである。国を挙げてほぼ一年が

かりでリーダーを選ぶのである。為政者も国

民もそのプロセスを粘り強くやりぬく覚悟が

いる。国民にその覚悟がなければ良い政治シ

ステムは出来上がらない。イギリスのチャー

チル首相が「一国の国民はその国民のレベル

以上の政治を望むことはできない」と言った

のはその意味である。そういう覚悟はいかに

して作り上げていけばよいのか。

　民主主義社会を支えるもっとも大事なテー

ゼは何か。それは自由と責任だと考えている。

日本には幸い他国もうらやむ自由はある。し

かし一方責任はどうだろう。国民には人類の

英知が生み出したこの崇高な統治システムを

機能させていく責任があるにもかかわらず自

らにその責任があることを自覚している国民

は多くないだろう。日本国民は社会の現状を

語る時、政治家や官僚のリーダーシップの欠

如をまず嘆くことから始める。自分たちが立

脚している持ち場、立場でやるべきことがで

きていないことから語り始める人は少ない。

よく労働組合は民主主義の基盤だという。資

本主義市場経済はもっとも効果的に富を作り

だし、それを効率的に国民に配分する経済シ

ステムである。これをできるだけ公平に機能

させるにはそこに民主主義が深く根付いてい

なければならない。それには企業を独占資本

家のものにせず国民のために存在するように

機能させなければならない。それを可能にす

るものこそが労働組合である。

　労働組合は国民国家において国を支える圧

倒的数の労働者のいわばギルド（職人同盟）

といってよい。一人ひとりでは資本家に対抗

できないが、自分たちの労働の価値を安売り

するぬけがけや安易な取引をしないさせない

いわばカルテルを団結によって実現していく

のである。そういう存在であるから、1人は

1人の為にのみ、一組合は一組合の為のみに

あってはならず、全体の為に存在し機能する

ものでなければならない。エゴに走ることは

労働組合としては自己否定である。そのよう

な誤りに陥らないためにも労働組合は民主主

義の体現者でなければならないのである。

　健全な労働組合があることで、その一員で

ある労働者は居ながらにして民主主義の意義

やルールを学び、それによってのみ豊かな果

実が約束されることを知る。個々の組合員の
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労働組合への参加には報酬はない。むしろ組

合費を払ってまで組織を維持し、活動をする。

そこには労働組合に帰属するものとして仲間

に対する当たり前の責任がある。それなしで

は労働組合の団結は維持できない。一方、労

組リーダーはそういう組合員の参加意識を当

たり前のものとせず、自組織が組合員の為の

みならず、国家を支える社会的存在であるよ

う導いていく責任がある。組合員の責任と

リーダーの責任がそのような形で相乗し、そ

れに立脚して国が支えられるとき、国民が主

役となる民主主義が機能するようになり、民

主主義が進化していくといえよう。

　企業は、労働組合がそのようなものである

ことを認識し、資本主義市場経済が公平に運

営されていくよう、労使関係の適切な緊張関

係、切磋琢磨できる協力関係を築くべく努力

をするべきである。その見地に立ってみたと

き、現状は満足してよいものか、改善が必要か。

　中部産政研はそれを探り出し、的確な提言

をしていくことを使命としている。発足から

約四半世紀、公益財団法人となって再スター

トした中部産政研の役割は重いと思う。この

4年間その思いで活動してきたことに誇りを

感じている。今回退任をさせていただくが、

今後もOBの一員として中部産政研の活動を

バックアップさせていただくことをお約束し、

退任のあいさつに代えたい。

o
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ノーベル平和賞を

受賞したEU

　中央大学大学院

　戦略経営研究科

教授大　橋　勇　雄

はじめに

　2012年のノーベル平和賞をEU（欧州連合）

が受賞したことに、些か驚かれた人も多いの

ではないだろうか。時同じくして、ギリシャ

やスペイン政府の大幅な累積債務が世界の金

融市場を揺さぶっていただけに、なおさらの

ことである。平和賞の授与は、第二次世界大

戦後の欧州地域の平和安定と協調路線を図る

取り組みに対してなされたものであった。確

かに欧州の地で平和を維持することが如何に

難しいことかは、有史以来の歴史をみれば、

一 目瞭然である。絶えず支配帝国の名前と領

土が変わり、それにともなって民族も移動し

た。また近年、この地が第一次と第二次の世

界大戦勃発の契機となったことは記憶にも新

しい。その意味で、EUが欧州の平和と協調

に貢献できたとすれば、受賞は当然とも言え

る。しかし、EUの展開はまだ始まったばか

りであり、幾多の困難も予想される。今後

EUにとって何が問題になるのか、また何が

必要かを労働市場の在り方に着目する最適通

貨圏の理論を手掛かりに考えてみよう。

単一通貨ユーロの導入

　EU加盟国のすべてではないが、ドイツや

フランスなど現在17の国が通貨統合により

ユーロを利用している。その狙いは何だろう

か。大きく三つあるといわれる。一つは、通

貨の統合により財やサービス、資本の取引に

かかる費用、及び為替レートの変動によるリ

スクを縮小し、域内全体の交易を拡大する狙

いである。それは同時に域内の生産資源をよ

り有効に配分することにもなる。二つ目は、

両世界大戦の間で経験した各国間の為替レー

ト切り下げ競争を防止することにある。各国

が独自の金融緩和などにより自国の為替を切

り下げ、輸出に有利な環境を作ろうとする行

動を抑制しようというのである。三つ目は、

政治的にも経済的にも世界で強力な力をもつ

アメリカに対する対抗勢力としての狙いであ

る。米ドルは、金との免換が停止されたとは

いえ、今日でも依然として基軸通貨である。

それによって米国がえているものは大きい。

そこで、EU圏で貿易や資本取引にユーロが

利用されるようになると、基軸通貨としての
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メリットがEUにも生まれる。

　このように通貨統合には大きなメリットが

あるとされるが、懐疑的な論者も少なくない。

特に、各加盟国は通貨統合により次の二つの

選択肢を放棄したとみる。一つは、為替レー

トの変動による輸出入の調整機能であり、も

う一つは、国独自の金融政策の放棄である。

まずEU域内での輸出入の調整について考え

てみよう。そこでは単一の通貨が利用される

から、地域間の不均衡を是正する手段として

の為替レートが存在しない。ここで不均衡は

どのように調整されるのだろうか。経済統合

の標準的な教科書によれば、その円滑な調整

のためには、財、サービス、資本、労働が域

内で自由に移動できなくてはならないとい

う。たとえば、ある国の輸入量が輸出量を超

過していれば、ユーロが減り、借金でもしな

いかぎり財などを購入できなくなるから輸入

は減る。また所得が相対的に低い国では労働

や資本が他のEU諸国に移動するから、次第

に所得格差は消失する。ただし、これは理論

上の話である。というのは、もしそうなると、

この国は日本の過疎地と同じような問題を抱

えてしまうからである。つまり、人口が減少

し、税収が減ることになれば、国家として成

り立たない。現実は、幸か不幸か、域内でも

労働の移動は難しいから、別の問題が生じる。

これについては後に詳しく議論しよう。

　通貨統合のもとで対域外との貿易は、ど

のように調整されるのだろうか。ちなみに、

EU全体について域内の貿易が輸出入ともに

約7割弱であるのに対して、米国や中国、日

本などとの域外貿易が約3割強である。今、

ユーロの為替レートがEU諸国の平均的な経

済力に見合って決まるとすると、ドイツなど

の経済力の強い国には、マルク時代とは異な

り、割安のレートになり、ギリシャなどの国

には割高のレートになろう。そのために、ド

イツはさらに輸出超過になりやすく、ギリ

シャやスペインは輸入超過になりやすくな

る。ちなみに、現在、ドイツの経常収支の黒

字額は世界最高であり、ギリシャとスペイン

のそれは大幅な赤字である。こうした問題を

どのように解決しようとしているのか、今の

ところ筆者には見えない。

　放棄された選択肢のもう一つは、各国独自

の金融政策である。EUの金融政策は欧州中

央銀行（ECB）の役員会（合計6名）、及び

政策理事会（役員会の6名を含む合計19名）

が決定する。こうした会に各国の代表がロー

テイションで参加しているとはいえ、各国の

事情をきめ細かく反映することは難しいし、

現在のところ、ECBの最大の狙いは、インフ

レを2％程度以内に抑制することであり、各

国の経済成長や失業などは、二次的な関心事

である。その結果、各国は景気対策や貿易不

均衡の是正をもっぱら財政政策に委ねざるを

えない。

　ギリシャやスペインなどは、現在、失業率

が20％前後に達している。問題解消のため

に、政府は国債を発行し、財政支出を増大さ

せるが、これが累積債務の大きな原因の一つ

になる。特に2009年10月にはギリシャ政

府がGDPの120％を優に上回る累積債務を

粉飾していたことが発覚し、欧州発の金融

ショックが世界経済を覆うことになった。

労働市場への過大な期待

　最適通貨圏の理論によれば、EUが単一通

貨圏として円滑に機能するためには、名目賃
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金が弾力的に変動し、かつ労働移動が自由に

行われなければならないとされる。もしどち

らかが満たされない場合、ある地域で生じた

負の供給ショックは吸収されないままに、そ

こで失業が持続し、逆に正の需要ショックが

生じた地域ではインフレが進行する。した

がって、弾力的な賃金の変動と自由な労働移

動はEUには必要不可欠であるとされる。し

かし、現実には様々な障害が存在している。

　労働移動からみてみよう。経済統合によっ

てEU域内では労働移動が原則自由とされた

が、予想外に国境を越えた移動は少ない。経

済統合がスタートしつつあった1990年前後

には、膨大な数の外国人労働者が東欧から流

れ込み、ドイツやフランスなどの受入国にお

ける労働市場への影響が懸念された。当時、

EU全体で100万人をはるかに超える流入を

予想した調査機関も多い。しかし、現実は

違った。ちなみに、1993年の11月にマース

トリヒト条約の発効によりEUが創設され、

ヒト、モノ、カネ、サービスが自由化され

たが、OECD（2004）によれば、それ以降の

1994年から2002年の間にドイツとフランス

では、外国人労働者比率が前者では9．0％か

ら8．9へと、後者では6．3％から6．・2へとと

もに0．1％減少している。

　労働移動を阻害する要因は様々である。よ

く指摘されるものとして、言葉の障害、都市

での安価な住居の不足、年金のポータビリ

ティの欠如、技能などの資格基準の差異など

が挙げられよう。しかし、これらは特に不熟

練労働者にとっては決定的な要因ではなさそ

うである。というのは、1960年代の高度成

長期にはドイツやフランスなどで多数の外国

人労働者が建設や工場、レストラン、介護な

どの各分野に流入しているからである。した

がって、労働移動を阻害する要因は、むしろ

EU経済をリードするドイツやフランスなど

の賃金決定の仕組みや社会保障制度の問題、

その結果として生じる高い失業率に大きな原

因があると考えられる。要するに、仕事がな

ければ、人は動けない。

　ヨーロッパの労働市場を概観したとき、労

働組合の圧倒的な存在感に驚かされる。それ

は単に米国や日本と比較して組織率が高いと

いうだけではない。組合と使用者との団体

交渉によって決まる賃金が未組織の労働市

場にも広く適用される。これは適用拡大法

（Extension　Law）によるところが大きい。た

とえば、ドイツ、フランス、イタリア、スペ

イン、オランダ、ポルトガルなどでは、平均

組織率が25．7％であるのに対して、交渉賃

金のカバレッジは、平均で86％と高い。特

に、フランスの組織率は10％に過ぎないの

に、カバレッジは95％となっている。また

北欧を中心とする諸国では、フィンランドを

除き適用拡大法は存在しないが、組織率が高

いために、カバレッジも広い。ちなみに、ス

ウェーデン、デンマーク、フィンランド、ノ

ルウェーの平均組織率は74．5％である。

　このようにEU諸国では労働組合の存在感

が大きいことから、弾力的な賃金決定に対し

て組合がどのように考えるかが大切な問題に

なる。本年（2012年）の11月2日、ワール

ドWaveニュースは、スペインの日産自動車

が工場に3億ユーロの投資を行うことで労働

コストの引き下げ、さらには雇用の柔軟性を

獲得したことを報じている。労働組合は雇用

を守るために労働コストの切り下げを受け入

れ、従業員は土曜日を含めてより働くように
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なったとされている。このニュースをどこま

で一般化できるかは分からないが、それは為

替レートの切り下げから労働コストの切り下

げへと競争が変化したことを意味する。

　ここで有効需要政策を提唱したことで有名

なケインズの言葉を思い出したい。彼は名目

賃金の硬直性が非自発的失業を生み出すとし

ながら、同時に全般的な賃金の切り下げは不

況をさらに深刻なものにすると主張してい

る。

EUの未来に向けて

　不均衡の是正と負のショックに対して財政

政策や労働市場の柔軟な機能に多くを期待で

きないとすれば、EUはどうすればよいのだ

ろうか。最適通貨圏の理論の別のバージョン

は、EU各国間の協力や互助、連帯の必要性

を強調する。最近、ギリシャの債務問題に対

してユーロ圏財務相会合は、厳しい債務削減

策と引き換えに約4兆6500億円の支援を決

めた。この決定のために多くの時間が費やさ

れ、激しい議論がなされているが、こうした

プロセスを経て、協力や連帯の形が整えられ、

単一通貨圏から単一国家へと向かうのだろう

か。いずれにしても、EUはもう後戻りでき

ないところに来ている。
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特集　「競争力の本質」

日本企業の競争力の源

一
その将来

》《戦　戚

法政大学名誉教授

小　池　和　男

冷静に他国をみる

　編集部の要望は「日本企業再生」のための

競争力はなにか、という言葉であった。だ

が、わたくしはそうした言葉は使わない。再

生とはひどい病にかかり、そこから回復する

ことであろう。だがいったい、日本企業はひ

どい病にかかっていたのか。日本のマスメデ

アはそうくり返す。もちろん多くの企業があ

り、なかには重い病に悩む企業もあろう。だ

が、全体としてみれば、いったい日本くらい

失業率の低い先進国があろうか。西欧や米は

ここ数十年ほぼ一貫して日本の倍の失業率な

のだ。そして低い失業率くらい経済社会の力

をしめすものがほかにあろうか。

　稼ぎまくっている米のごく一部の情報企

業、また金融界のかけ屋ともいうべきヘッジ

ファンドや投資銀行に目をうばわれては、も

のごとをしっかりと捉えるのはむつかしい。

短期の株の収益率などで事態を判断してはあ

やしい。冷静に他国を見る目がほしい。

職場の中堅層の枢要な働き

　わたくしのみるところ、良質な日本企業の

競争力の源泉は、職場の中堅層の働きにある。

ここで中堅層とは、生産職場の技能上位半分

層、また製造技術者、生産技術者、経理や人

事などの事務系ホワイトカラーなどをいう。

　その働きの基本は、その人たちがもつ技能

であり、それにもとつく発言にある。いま生

産職場の技能上位層の働きに例をとって手短

かに説明すれば、上、中、下の3つのレベル

にわかれる。一見もっとも技能がいらないか

に誤解されている自動車の最終組立ラインを

みよう。きめられた60秒サイクルの仕事を

こなすのはもちろんで、その点では他国の自

動車の生産ラインとなんの違いもない。だが、

そうした仕事をこえた高度な作業と発言があ

るのだ。

　紙幅の関係から下と上から、それぞれ一例

をとって説明しよう。下とは品質不具合の検

出、なかでも一見もっとも簡単な誤品、欠品

の検出である。他国ではそれは検査担当者が

検査ステーションや最終検査でみつければよ

い、とされている。だが、検査ステーション

にいくまでの間に、誤品、欠品のうえに他の

一 9一



部品がたくさん組み付けられ、みえにくく検

出に時間がかかる。のみならず直すのにも、

うえの部品をとりはずさなければならない。

直すのに時間がかかる。

　これにたいし、もし誤品、欠品がおこった

職場のなかなら、ましてやとなりの持ち場な

ら、うえに他の部品がついていないのだか

ら、みつけやすい。とはいえ、これにはじつ

は案外に高度な技能が必要なのだ。というの

は、自分の作業も60秒でこなさねばならな

い。一目でおかしいと感じなければむつかし

い。そのためには集中力だけでは無理で、ベ

テラン職長の話では、まえにその持ち場を短

期ではなく半年ほども経験しないとむつかし

い、というのである。まことにもっともな話

ではないだろうか。その論理をひきのばせば、

ひとつの職場のなかでなるべく多くの持ち場

を経験することとなろう。いまひとつの職場

の持ち場を15ていどとすれば、7，8年が必

要となる。非正規では無理なのだ。

　その職場で誤品、欠品が検出されれば、そ

の職場で直す時間がなくとも、赤紙をはって

おくなりして、ラインのちょっとした切れ目

で直すことができる。検査での検出と直しに

くらべ、はるかに短い時間で対処できる。

　上のレベルとは、自分の働く職場の問題へ

の対処にとどまらない。企業の中核の問題へ

発言する。新型モデルの設計に発言する。そ

うした設計では組み付ける手がはいりにくく

組み立てしにくい。品質不具合がでやすい、

こうかえたらどうか、という発言である。さ

らにモデルチェンジにともない生産ラインの

設計、その構築に参加し発言することだ。こ

うした高度な技能をもつ生産労働者技能上位

層からの議論につきあげられ、製造技術者や

生産技術者も鍛えられるのであろう。

海外でも充分に通用する

　しかも、この働きを、なにも日本国内にか

ぎらず、海外日本企業の地元の庶民中堅層も

相当にこなしている。下や中のレベルの問題

処理は、いまの日本の職場より対処できる人

数はやや少ないが、結構こなしている。まし

て上のレベルとなると、選ばれた人たちだか

らであろうか、いきいきと活動している。つ

まりこうした持ち味は海外で充分に通用す

る。わたくしが各地の職場をみてまわったか

ぎりでは、米英タイの庶民たちはかなりこな

している。

　そして先行する英、米、ドイツをみるまで

もなく、日本のいきる途は海外日本企業の活

動しかあるまい。しかも、近くに、たとえば

インドネシア、ベトナムという大国がある。

人口はあわせれば両国だけでもおそらく3億

数千万となり、いまのEUに匹敵する。そこ

への進出に、日本企業は欧米をこえて、さま

ざまなノウハウをもっていよう。その地の庶

民を職場の中堅層に育てれば、そこからの所

得の還流があり、それを日本の研究開発に活

用できるなら、将来の見通しはあかるい。

　すでに西欧や米はそうしている。米や独の

海外直接投資のGDPにしめる割合は、すで

にその3－4割に達している。日本は2010

年ようやく15％なのだ。だが、これから急

速にのびていくだろう。またそうでなくては、

日本のいまの雇用を維持できまい。

ふつうの議論のあやしさ

　ところがふつうの議論は、これまでの既成

観念にとらわれすぎる。海外進出は雇用の「空
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洞化」と心配する。だが、それならば、英、仏、

独や米はとっくの昔に空洞化し破滅している

はずだ。さらに、ふつうの議論は西欧や米、

そこに学んだエコノミストたちの先入主にと

らわれる。たとえば競争力の源は、エリート

人材の形成こそ、などという。たしかにすぐ

れたエリート人材の効果は疑いをいれない。

だがいったい、日本のような後発国の企業に、

世界のエリート人材が就職し、居ついてくれ

るだろうか。なにも日本にかぎらない。西欧

でも、いまや世界語となった英語国の企業以

外、こうしたことはまずのぞめまい。

　日本企業が海外人材を期待できるのは、そ

の海外日本企業で長年働く、その地のすぐれ

た人材をみきわめ、それを日本本社に招くこ

とであろう。海外日本企業での職場の働きぶ

りを観察しているからこそ、有名校出身とい

うレッテルだけでみるより、はるかに信頼で

きるだろう。たとえばタイトヨタからすぐれ

た実績のタイ人材を、日本本社のしかるべき

ポストにつけ、その下に日本人中堅層を配置

し、おたがいに鍛えあうのである。そして、

そうした海外人材が日本本社の役員につく。

　実際、タイトヨタでは、日本の東大プラス

京大にあたるチュラロンコーン大卒の役員、

しかも勤続20年以上の人材が何人もいる。

その下にも大勢育っている。そうした人を日

本本社にまねき、日本人中堅層を鍛えるので

ある。おそらくタイだけでなく、トルコなど

もそうした人材が育っているであろう。

　先端の研究開発もふつうの議論では、まこ

とに重要な競争力の源泉である。それはいう

までもなく否定できない。だが、いかに最先

端で肝要な研究開発も、それを故障少ない製

品、トラブルの少ないサービスに仕上げなく

ては、市場の競争に勝てない。故障すくない

製品、トラブルの少ないサービスにできるの

は、職場の中堅層以外いったいだれがいるの

であろうか。

　しかもその海外通用性は、海外の新興国が

のびていけばいくほど、ますます高まろう。

一国の経済がのびていくとは、庶民に中等教

育、高等教育が広まっていく、ということだ。

それはとりもなおさず中堅層の給源を大きく

する。さらに民主化がすすむほど、職場の発

言が高まる。技能を発揮がしやすくなる。オー

ナー家族以外はしかるべきポストにつけな

い、という企業がおそらくは減少しよう。す

べてこうした条件は職場の中堅層の働きを加

速しよう。

歴史をふりかえる

　この見通しは、かなり長い産業史の観察に

もとついている。日本産業で世界を制覇した

のは、なにも自動車が最初ではない。いうま

でもなく、はるかに綿紡績業である。1920

年代末から30年代にかけてであった。それ

まで圧倒的に世界を制覇してきた英綿業をこ

えた。ところが、これまで日本紡績業が世界

制覇したのは低賃金ゆえ、と信じこまれてき

た。ようやく2000年ごろの文献から、それ

だけが原因ではない、という議論があらわれ

るようになった。しかもなお、その真の理由

はなかなか解明されなかった。

　もし低賃金が主要な原因なら、日本ではな

く、おそらくインドや中国の紡績業が勝つは

ずであろう。とりわけインドは、日本より

10数年早く工場制紡績業をムンバイ中心に

発展させ、英綿業をアジアで抑えてきた。当

時のインド綿業の賃金はおそらく日本の3分
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の2、中国はざっと半分である。そして中国

の民族紡は急速に発展してきた。だが、イン

ドなどは1920年代には早くも停滞していく。

なぜか。

　その基本の理由は、わたくしのみるところ、

職場の中堅層の働きにある。というと、すぐ

さま反論があろう。日本の綿紡績の中心労働

者は、いまの自動車とはまったくちがい、若

年女性労働者ではないか。寄宿舎住まいでせ

いぜい2，3年の経験にすぎない、という通

念である。

　だが、1927年にすばらしい統計調査があ

り、しだいに5年以上の勤続者が形成されて

きたことがわかる。その最大の理由は、通勤

女工の増加にある。紡績企業は莫大な募集費

をさけ、また技能の向上をはかるため、女工

の勤続の延長を積極的にはかってきた。募集

費は年間賃金の2割にも達した。そのため女

工と男工との結婚を奨励し、社宅の利用を促

した。その結果、おそらくは4割ほどの勤続

3年以上者、6分の1ほどの勤続5年以上者

が出現した。

　紡績でも高品質の製品を効率よく製造する

には、生産職場でのこまかい調整が欠かせな

い。具体的に例をあげれば、温度、湿度の調

整であり、それにともなう糸切れ対策である。

とくにそれは日本綿業にとってとりわけ肝心

であった。なぜか。

　日本の紡績業は原料を海外各地から買って

くる。さまざまな国の綿花を混ぜて使うのだ。

混綿という。その結果、そのままではすぐに

糸切れがおきてしまう。長い綿、短い綿をま

ぜあわせれば、糸切れの頻度は予想もできず

高まる。効率はおそろしく落ちる。他方、米

やインドなら自国の同質の綿花を用いること

ができる。それでそうした困難はすくない。

　日本でその糸切れを少なくするのは、その

混綿の状態、そして糸切れの重要な原因、温

度、湿度の状況におうじ、こまめに対応する

技能が重要だ。もちろん技術者の働きが大き

いが、そうしたことを身につけている女工が、

少数ながらある割合で出現したのだ。その結

果、品質でも英綿業に匹敵した。

　紡績をとりあげたのは、トヨタの源流のひ

とつが紡織業だからでもある。だが、うえの

例は、なにも紡織業にとどまらない。戦前

もっとも堅実な労働組合活動を展開していた

のは、あまり知られていないが、総同盟の製

綱労働組合である。船のロープなどをつくる

大手企業の、2千人ほどの組合である。そこ

では生産の工夫を、労働組合の方から経営側

に提案していた。戦後のことは皆さんご存知

であろうから、あえてふれない。

　なお、こうした職場の生産への協力は、他

国にも当然にあり注目されてきた。なかでも

めざましいのは米である。わりとたくさんの

論文、文献がある。「高い生産性の労働組織

High　performance　work　organizations」など

とよばれたりする。だが、米のこうした動き

には肝心の点が欠けている。それは技能への

重視がみられないのだ。しかし技術、技能な

しに、真の生産の工夫が長続きしようか。

柔軟な労使関係、発言の重要性

　職場の技能をのばすには、なによりも柔軟

な労使関係が欠かせない。柔軟な労使関係と

は、いままで教科書でお手本とされてきた西

欧や米の生産職場での労使関係とは、大いに

異なる。とはいえ、けっして日本独自ではな

く、西欧や米のホワイトカラー職場の慣行と
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基本的に共通し、新興国の生産職場でもけっ

して異様ではない。そうした柔軟な労使関係

を海外、とりわけ新興国で確立できるか、そ

れが要であろう。

　その特徴を具体的にいえば、なによりも査

定つきの定昇制のサラリーである。これをな

ぜ「柔軟」というのか。西欧やとりわけ米の

生産職場では、査定があまりない。米の日本

自動車企業をみれば納得されよう。労働組合

があったNUMMIはもちろん、組合のないケ

ンタッキーや日産のスマート工場でも、査定

は生産職場にはまだないはずだ。西欧ではす

こしずつあらわれはじめた。だが、まだ部分

的にみえる。

　労働組合が査定を認めるとは「差別」を認

めることであり、それにたいし西欧や米の生

産職場はつよく反発してきた。おなじ職務に

ついているなら、同じ賃金、すなわち上手下

手の区別なく、おなじ賃金としてきた。いま

でも日本の研究者の多くはこれを、それと知

らず崇めている。

　だが、くりかえし作業ならともかく、高度

な仕事なら、上手下手で目をみはる個人差が

生じるのは、みなさん先刻ご承知であろう。

まったくのくりかえし作業なら、標準どおり

作業するほかなく、個人差がでてはかえって

困る。ところが、かりに経理課長や人事課長

をおもいうかべてみよう。すぐれた人事課長

なら、ストライキがあまりおこらないばかり

でなく、よい人材を採用でき、人が居ついて

くれる。この見事な働きを、いくらと算定で

きる方式はまずない。だが、高度な仕事では、

そうしたことがふつうなのだ。

　そして、もちろん西欧や米でも高度な仕事

はたくさんある。その担当者はもちろん査定

つきの定期昇給という基本給でしはらわれて

いる。ヘッジファンドや投資銀行という「か

け屋」たちは、そうした基本給が他産業なみ

でも、さらに仰山なボーナスがつく。だが、

それはかけ屋だからだ。そしてかけ屋は本来

の富をかせぐ人の上前をかすめるだけで、長

期の業績すなわち競争力に寄与できるはずが

ない。いったい宝くじやトトで国の経済を支

えることができようか。

　これほど重要な査定つきの定期昇給を生産

労働者に適用している先進国は、おそらく日

本が最初であろう。でもそれは「日本文化」

によるものではない。なぜなら西欧、米でも

ホワイトカラーには基本的にそうしたサラ

リーを適用してきたからだ。それを生産労働

者に広げたのはおそらく日本の独創だが、い

まや多くの新興国がそれを実施しているよう

だ。

　査定つきの定期昇給を「差別」として硬く

拒否するのは、実際は生産職場のできる人材

を、高度な職務からしめだすことにほかなら

ない。高度な仕事は当然に個人差が大きく、

しかも、上司の主観的な判定以外、それを数

量ではなかなか判定しがたい。もともと人生

で重要なことは、あまり数量では測れないの

だ。

　高度な仕事をより多くの人に、すなわち職

場の中堅層に開放したのが日本企業の方式で

あり、それならば当然に新興国に普及する。

それこそ自然なことではないか。

　そうすると、「差別」をいわば容認した労

使関係、柔らかい労使関係をいかにきつくか、

それが肝要となる。日本は戦前からそれを苦

労して実施してきた。それが戦前の紡績女工、

男工である。製綱労働組合である。それは他

一 13一



国なら、ホワイトカラーにしか適用しないこ

とを生産職場にも広げた。それによって職場

の中堅層を手厚く処遇した。そしてそれは当

然ことながら、伝統のしばりのよわい新興国

に広がる。なんとすばらしい将来の見通しで

はないだろうか。

　もうひとつは先に指摘した。海外日本企業

で働いてきた、すぐれたその地の人材を日本

本社や日本の中核工場に招き、しかるべきポ

ストにつけることだ。そうした人たちと日本

の中堅層が一緒に仕事して、ともに鍛えあう

ことではないだろうか。

将来

　こうした現状をふまえて将来を考えてみ

る。ふたつのことを強調したい。ひとつは日

本の雇用である。日本企業のいわゆる正社員

は、国内のみならず海外の両方をこなさない

と、サラリーをうけとれない。なぜなら、い

まや主に海外でかせぐほかないのだから。両

方をこなすとは、すぐに短絡的に外国語流暢

な人と誤解されやすい。まったくそうではな

い。なによりもまず国内で仕事をしっかり身

につけないと、使いものにならない。

　そのうえで、仕事の肝心な部分を英語なり

で表現する技能を身につけねばなるまい。い

まはむしろ簡単で、英語だけでほぼ世界中に

通用する。わたくしの若いころはフランス語

なども重要であった。その点はかえって楽に

なった。

　仕事を身につける重要性はますます高い。

そして仕事を身につけるには時間がかる。ま

ず日本の職場でじっくりと形成するほかな

い。経理であれば、ある部門の原価管理をしっ

かりと身につける。そして隣接部門の原価管

理も修得する。そのうえで、財務管理や税務

をこなす。そうした仕事経験のうえで、海外

の子会社の経理を担当する。外国語は仕事が

わかってから職業語として身につければよい

（小池「職業語としての外国語」中部産政研

フォーラム、93号、2012年、参照）。

〔筆者は中部産政研顧問〕

＊“歴史をふりかえる”以降の議論は、小池の近作「高

　品質の起源一発言する職場はこうして生まれた」

　（2012、日本経済新聞出版社）、にもとつく。くわ

　しいデータはこの本を参照してくださればありが

　たい。
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「競争力の本質」

人と組織の

アンチエイジング

　神戸大学大学院

　経営学研究科

教授高　橋　　　潔

Education　is　what　remains　after　one　has　forgotten　everything　he　learned　in　school．－Albert　Einstein

　ネットがものづくりに革命を起こす。クリ

ス・アンダーソンが『MAKERS』（NHK出版

2012年）のなかで、大胆に予測した結論だ。

ウェブによって消費者と生産者の垣根はなく

なる。インターネットにつながるデジタル製

造機械（3Dプリンターやレーザーカッター

など）が普及することによって、製造装置を

もたない一般の人々でも、ネットで自分の設

計図を送れば、自分のデザインを形にしてく

れる。消費者がそのまま生産者となるという

のがポイントだ。それが、製造業に大きな変

化を引き起こすという。

　ものづくりは装置産業であったため、かつ

ては企業にしかできないという特徴があっ

た。しかし、アイデアさえあれば、だれもが

簡単にものづくりができるような「製造業革

命」が来る。これをアンダーソンは、象徴的

に、「ものづくりの民主化」と呼んだ。

　ものづくりの民主化が起こりつつある今、

わが国の競争力はどのようにして持続される

のか？　それを担ってきた人材の育成につい

ては、これまでの方法でよいのだろうか？

OJTと経験学習

　職場の人材育成の中心は、現場教育とOJT

（On－the－Job　Training）が担ってきた。少なく

とも、これまではそう信じられてきた。たと

えば、厚生労働省「平成23年度能力開発基

本調査」（回答企業数3，403社）を見れば、

正社員の教育訓練に関して、76．4％の企業

が「OJTを重視」しており、「Off－JT重視」

（23．5％）を圧倒している。この傾向は非正

社員ではさらに強くなり、79．1％の企業では、

正社員以外の教育訓練をOJTに頼っている。

　ものづくりの現場において、OJTの大切さ

は否定できない。小池和男氏の「仕事の経済

学」（東洋経済新報社1991年）でも述べられ

ているように、わが国の製造業では、「知的

熟練」に必要な仕事経験の幅と深さを、もっ

ぱらOJTを通して蓄積している。それが、

ものづくりにおける競争力の源だったことは

疑いようがない。
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　それはなぜか？　仕事が人を造り、人を育

てる。あたりまえすぎて文句のつけようがな

い。仕事経験を通して成長していくのは、人

材育成の基本だ。OJTは、つまるところ、仕

事経験による学習ととらえ直すことができる

のである。

　だれかに教えられるのではなく、熟達者の

コツを見習いながら、仕事の経験を自ら主体

的に繰り返すことによって学習するというの

がOJTの根本だ。それに理論的支柱を与え

ているのが、デヴィッド・コルブの「経験学

習モデル」である。コルブは経験から学ぶプ

ロセスについて、図1のような4段階のサイ

クルを示し、人が経験から効果的に学習する

ことを示唆している。

①具体的経験：対象者が何らかの具体的な

　経験をする

②内省的観察：経験をさまざまな角度から眺

　め、その良し悪しを深く考え、内省する

③抽象的概念化：内省によって導きだした

　教訓を抽象的概念や持論として昇華し、

　一般化を試みる

④積極的試行：一般化された概念や持論を

　新たな状況に応用し、実際に試してみる

　仕事の経験を積み、そのコツを深く考え、

持論として頭の中で整理し、次の機会には実

際に試してみる。そのプロセスは、職人が技

を磨いていくときの流れと似ている。きっち

りとした育成制度がなくても、経験を通じて

学ぶことが、職人に与えられた大切な学習の

機会である。それなくしては、わが国の製造

現場での技能形成はあり得なかった。だから、

ものづくりに生きるわれわれの心に、強く響

いてくるのである。

図1　経験学習モデル

　ところで、企業はOJTにどれほど満足し

ているのだろうか？　そう問うことは非常識

なので、ほとんどの調査では、OJTの満足度

を調査していない。おそらく不満も多いので

はなかろうか？　というのも、教育訓練に対

する不満は、多く寄せられているからだ。

　「OJT担当者となる先輩社員にも、指導を

受けた経験が乏しいので、後輩をうまく指導

できない」とか、「OJTで育成しようとする

新人に辛抱が足りず、仕事を覚える前に辞め

てしまう」とか、「コストが低廉なOJTでは、

たんに放置になってしまって、時間ばかりが

かかる」といった不満となって表れる。指導

する側への不満、指導される側への不満、訓

練環境への不満が三大不満だ。

　いろいろな現場教育スタイルが、広い意味

でOJTとして考えられている。だから、　OJT

は、システマチックに計画・統制・実施され

たものにはなりにくい。ただ仕事をやらせて

いるのであれば、仕事なのか、訓練なのかが

わからない。どう教えてよいかもわからない。

だから、効果も判断しにくい。

　それでも、経済が右肩上がりだった頃には、
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みんなが周りを気にかけていたので、職場の

なかにどこからともなく「教え魔」が登場し、

このような不満も吸収できた。しかし、コス

ト競争の厳しいグローバル・マーケットでは、

そのような悠長なことはいってられないだろ

う。

ウェブ化が進む人材育成の将来

　わが国の教育訓練の現場では、OJTとOff－

JTをわけて考えることが多い。訓練の対象

者が「実際に仕事をやりながら、必要なスキ

ルや能力や知識を学ぶ」OJTと、「仕事を離

れて学ぶ」Off－JTを分けるのが、なにかと便

利だからだ。OJTに絶対的信任を寄せ、　Off－

JTを割り引いて考えてしまうわが国では、

野村克也元監督の言葉ではないが、「陽をさ

んさんと浴びるひまわりと、月夜にひっそり

と咲く月見草」のような対比がある。

　そもそも、われわれの頭の中には、教育訓

練といえばONとOFFのスイッチしかない

ようなので、節電が求められるエコの時代で

あっても、ONが尊ばれている。そこに人材

育成の課題の本質が隠されているのかもしれ

ない。

　能力開発は総合的なものなので、どちらか

に特化するのは適当ではない。OJTもOff－JT

もウェブも、すべてを総合して人材育成を考

えていかなければならないのだ。

　また、人材育成というのは、教育学や心理

学と接点が多いものだ。だから、そこからの

示唆を得るのもよい。心理学大国のアメリカ

では、信じられないくらい数多くの研究が、

教育訓練・人材育成をテーマとして実施され

ている。アメリカで研究され、実際に活用で

きる育成プログラムは、レクチャー、マルチ

メディア教育、ケースメソッド、グループディ

スカッション、Eラーニング、シミュレーショ

ンなど、いわゆるOff－JT中心である。その

ため、わが国の組織にはなかなか紹介されな

いのが、玉にきずだ。

　ただし、世界的な教育環境の変化をみれ

ば、ウェブが教育のあり方自体を変える可能

性がある。たとえばiTunes　Uでは、世界各

国の大学の講義が無料で聴講できる。Kahn

Academyは、小学校から大学レベルの授業

をウェブ上に無料で公開している。

　英語であれば、学校教育はすべて開かれた

環境の下にあるので、ウェブにつなぎさえす

れば、低廉でかつ効果的に教育を受けること

ができるのだ。教室のなかで、先生が手作り

の資料で細々と授業をしているのを、退屈し

ながら聞いているのとはまったく違う、新し

い現実が到来している。

　アメリカのケースでは、講義がウェブ化さ

れることによって、教室に大きな変化が起

こった。逆説的だが、講義は自宅で受け、宿

題を授業時間に行うという逆転現象が起こっ

たのだ。自宅と教室があべこべになる。しか

しそこには、予想もしなかったメリットが

あった。

　ウェブで授業が公開されたために、レク

チャーの上手な一握りの教員から授業を受け

ることができる。それによって、受講者の理

解がいっそう進む。それははっきりした変化

だ。だがそれだけではない。

　講義がウェブ化されるということは、受講

者が自分のペースにしたがって、いつでもレ

クチャーをコントロールできる。すでに知っ

ているところを早送りしたり、わからないと

ころを反復できる。万民向けの講義であって
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も、個人のニーズに合わせて、スキップした

りリピートしたりして、教育の個人化が進ん

だのだ。

　教育界では、教育の個人化が悲願だったが、

個人教授や少人数教育には費用がかかり、実

現がむずかしかった。それが、ウェブ化によっ

て一気に開花した。

　もう1つは、宿題や課題をクラス時間に行

うことで、チームワークと協働が進んだこと

である。教員がクラス全員に目をかける余裕

がなくても、お互いに教え合うという相互協

力が生まれる。学習が進んでいる子どもは、

理解ができていない人に教えたがるものだ。

生徒や学生のなかには、かならず「教え上手」

がいる。人に教えることで、自分の理解がさ

らに深まることにもなる。

　教育訓練のウェブ化は、教える側の仕事を

奪うとか、仕事を変質させるという不安感か

ら、抵抗や反対意見にあうことが多い。しか

し、そのメリットを活かせば、教員の負担が

少なくなり、また教育の個人化と共育という

2つのメリットを享受することができる。

　組織における能力開発も同様だ。人材教育

のウェブ化が進んでいる。たとえばグーグル

では、社内教育のコンテンツはすべてクラウ

ド上に置いてあるため、社員であれば、世界

のどこからでも、どの現地時間でも研修を受

けることができる。デジタル化することで、

教育訓練も圧倒的な効率化が進められるわけ

だ。また、それによって、従業員間に助け合

いや教え合いの輪が広がっていく。

創造性の考え方

　東京大学がイニシアチブを取って、秋入学

を実施した。ふたを開けてみると、合格者

38名に対して、11名が入学を辞退した。教

育の国際化の流れを先取りするように、率先

して秋入学を実施したわけだが、逆に、グロー

バルな競争力のなさが浮き彫りになった。世

界から孤立した学校年度を廃止し、入学時期

を切り替えて世界に伍することを目指したわ

けだが、失われた競争力は戻らなかった。

　同じように、電機産業を中心にして、わが

国の競争力に陰りが見られている。安くて品

質の高い製品を次々と生み出してきた、世界

に誇る「メイド・イン・ジャパン」が、反対に、

高価で過剰品質となってしまった。顧客の意

見に真摯に耳を傾け、既存製品・技術の改良

を行い、さらに高品質の製品サービスを提供

してきた優良企業が、かえってイノベーショ

ンに立ち後れ、失敗を招いてしまった。ハー

バード・ビジネス・スクールのクレイトン・

クリステンセン教授は、これを『イノベーショ

ンのジレンマ』と呼んだ。

　企業も人も、成熟すると独創性を失う傾向

がある。加齢のせいといえなくもないが、美

容や医学の領域であれば、アンチエイジング

（抗加齢）が花盛りだ。だから、人と組織の

発達に対しても、アンチエイジングが必要だ

ろう。

　そのときに、必要な施策が2つある。1つ

は、教育訓練を通して創造性を育成していく

こと。もう1つは、過去の成功を忘れること

である。

　まずはじめに育成していくべき創造性と

は、一言でいえば、新しくてためになるもの

を生み出す能力である。企業において、創造

性はイノベーションと同じように使われてい

る。新しいものを生み出す個人の能力が創造

性だとしたら、組織の能力がイノベーション
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にあたるだろう。その他にも、独創性、新奇

性、想像力、発想力、着想、インスピレーショ

ン、創意工夫など、いろいろなものが創造性

と近しい間柄にある。

　創造性は3つの思考法からとらえるのがよ

い。名づけて「思考三位一体理論」だ。創造

性を3種類の考え方（シンキング）で定義す

る。これを図示すれば、図2のようになる。

図2　思考三位一体理論

　第1はロジカル・シンキング（論理的思考）

である。これは「論理的に考える力」だ。ロ

ジカル・シンキングの大切さは、あらためて

指摘するまでもないだろう。対象となる事物

の要素と要素を切り分けて分析し、その関係

性を論理的に整理する力は、あらゆる知的活

動に共通して求められるものだ。

　第2のクリティカル・シンキング（批判的

思考）は、「批判的・評価的に考える力」である。

ルールやロジックに従って、対象となる事物

が正しいかどうかを判断したり、論理や命題

を批判するのがこの力だ。

　クリティカル・シンキングが重視されはじ

めたのは、MBA（経営専門職大学院）プロ

グラムがきっかけだ。グローバル化したビジ

ネスシーンでは、単にIQが高いだけではダ

メで、相手と有利な交渉を進め、異文化の下

でプロジェクトをマネジメントし、不確実

な状況で投資を行う必要がある。そのため、

MBAでは、身につけるべきビジネススキル

として、クリティカル・シンキングを強調す

る。相手を説得したり、論破するためには、

与えられた情報を無批判に受け入れるのでは

なく、論点を批判的に精査し、論理の穴を見

つけ、論理破綻をなくすためのスキルが大切

だ。

　しかし、クリティカル・シンキングでは、

交渉をうまく進めたり、財務状況を厳しく判

断することにはつながっても、新たなビジネ

スを創造し、組織の活力を生み出していくた

めには不十分である。そこで、ラテラル・シ

ンキングが登場する。

　第3のラテラル・シンキング（水平思考）

とは、「自由に連想し、既存枠組みから離れ

て考える力」だ。既存のパターンを変えるだ

けでなく、これまでとまったく異なるパター

ンを生み出す思考なのだ。

　ラテラル・シンキングは、創造性のもっと

も創造的な側面である。この概念を提唱した

エドワード・デポノ博士によれば、ロジカル・

シンキングやクリティカル・シンキングは、

論理を縦方面に深く掘り下げていくような垂

直的な思考法である。一方の、ラテラル・シ

ンキングとは、固まった考え方に対して横穴

を掘り、ショートカットや抜け道を見つける

柔軟な思考法を意味している。

　ラテラル・シンキングでは、ものの見方を

がらりと変え、パラダイムをシフトし、常識

をくつがえすようなブレークスルーを求め

る。それはときに、周りから浮き上がり、他

とは違うことをよしとする姿勢が伴う。
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　「クレージーな人たちがいる。反逆者。ト

ラブルメーカー。世の中を違った目で見る人

たち。ルールを嫌い、現状を肯定しない。」

これは、アップルの有名な広告だ。iPhone

やiPadで情報社会に革命を起こしたアップ

ルの創業者スティーブ・ジョブズ。彼が信条

とした「シンク・ディファレント」は、まさ

しくラテラルな思考様式だ。

人と組織のアンラーニング

　人と組織のアンチエイジングのための第2

の秘訣は、アンラーニング（学習消去）であ

る。成長のジレンマを克服していくためには、

新しいものを身につけるために、いったん学

習したことを忘れる必要がある。それをアン

ラーニングと呼んでいる。アンラーニングと

いうから聞きなれないが、要するに、過去に

身につけた成功体験や固定観念などを、意識

的に忘れることを指している。

　ハーバード・ビジネス・スクールのクリス・

アージリス教授とMITのドナルド・ショー

ン教授は、組織学習論において、いったん獲

得した考え方や行動の枠組みにしたがって問

題解決を行う（シングル・ループ学習）だけ

では、環境に適応しながら生き残っていくこ

とは、むずかしいと指摘している。だから、

組織が継続的にイノベーションを実現してい

くためには、アンラーニングが欠かせない。

　物忘れは高齢者の得意分野だから、学習し

たことを忘れることも、さしてむずかしいこ

とではないと思われるかもしれない。しかし

実際は、まったく反対だ。それは決して簡単

なことではない。

　過去の成功体験や古い枠組みなどは深い愛

着が伴うし、組織の中で伝統として息づいて

しまうことがある。それを捨てるには痛みが

伴う。また、アンラーニングするためには、

熟練者としての安泰な立場を捨て、自分をあ

えて新しく不慣れな状況に置き、新人として

の無力感を甘受しなければならない。だから、

アンラーニングには大きな心理的不安を伴う

ものだ。

　　　　　　　　　＊

　われわれは大人になるとともに、また組織

が成熟するにともなって、余計なことを学習

しすぎる。かつて学習したよいことも、行き

過ぎるとあだとなる。だから、いつも学び続

けるだけでなく、定期的に忘れ去らなければ

ならないのだ。

　成長するためには忘却を恐れてはいけな

い。否。学習には忘却こそが必要である。ア

ルバート・アインシュタインはこう言う。「教

育とは、学校で習ったことをすべて忘れた後

に残っているところのものである」と。

〔筆者は中部産政研　研究員〕
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特集　「競争力の本質」

日本の経済競争力の再生：

州連邦国比較と

日本へのメッセージ 　　南山大学大学院

　　ビジネス研究科

教授八木エドワード

　「競争力」という概念の本質は、どのよう

に解釈すべきであろうか。無論、時代や分野

によって様々な「競争力」があるので、一言

で答えることはできないであろう。しかし、

2012年の日本の経済競争力について、先ず

は誰が誰と競争するかを明確にする必要があ

る。そして、どうして競争するのか、つまり

競争の目的を分析しなければならない。

日本のグローバル化について

　現代では、どの国でも外国直接投資（以下

FDI＝Foreign　Direct　Investment）を誘致す

ることが不可欠だ。FDIは雇用を促進するが、

それよりもっと重要な役割は、新しいアイデ

アを招く工夫だ。しかし、投資金額は無限で

はないので、世界の国々はFDIのために競

争する必要がある。残念ながら、日本はFDI

先行国として、競争力は弱い。実は、日本へ

のFDIの比率は米国の18分の1で、世界28

位の低いレベルであることは有名だ。これは

なぜであろうか。

　グローバル化というのは、象徴的な概念だ

けだと思う人は多いかも知れない。しかし実

際には、経済、社会、政治的な客観的なデー

タを分析してグローバル指数（以下、G指数）

を計算する方法がある。参考として、最高点

のベルギーは92．76点で最低の187位の東

ティモールは23．44点である。世界のトップ

FDI受取国（28位の日本まで）とそれぞれの

G指数の比較は面白い（次頁表1）。

　イギリスの植民地だった香港は例外だが、

原則としてFDIとグローバル化は関係ある

と言えるだろう。その上、FDI受取国のトッ

プ28のうちの17ケ国はG指数75の線以上

にあり、明らかに二つのグループに分けられ

ている。世界のG指数のトップ25のうちの

16ケ国は表1に出ている（その他の9ケ国

は相対的に小さく、最高人口は約1100万人

に過ぎない）。印象的なのは、1）G指数の

上位6位のベルギー、アイルランド、オラ

ンダ、オーストリア、シンガポール、スウェー

デンの全てが、FDIのトップ20の国である

ことと、2）日本はインド、メキシコ、ブラ

ジル等の「発展途上国組」のメンバーである

ことだ。注目すべきは、日本へのFDIの数字

もG指数も東南アジアのタイに重なってい
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表1　World’s　Top　28　Recipients　of　Foreign　Direct　lnvestment　and　Globalization　lndexes
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資料：KOF，ETH　Zurich，2010、　CIA　World　Factbook，2010

ることだ。

　日本へのFDI不足の根本的な原因は、グ

ローバル化の遅れだけではない。観光産業の

未熟性と同じであると言えば唐突に聞こえる

かも知れないが、全ての原因は地方政府と中

央政府の戦略の矛盾に帰するものである。表

面的に見れば、地方政府はFDIにも、グロー

バル化にも、観光産業振興にも賛成している

し、中央政府も、同様に賛成の立場をとって

いる。しかし、中央政府の立場には疑問があ

る。と言うのも、国レベルの協力不足のため

に、FDIもグローバル化も観光産業も伸びて

いないからだ。

日本の現状と課題

　戦後の日本の「競争」の理由は明確だっ

た。田中角栄のような強力な政治家、通商産

業省のような強力な官僚、経団連を組織する

ような強力な企業の責任者の主な目的は、明

らかに日本経済を欧米レベルに再生させるこ

とだった。有限なリソースは、危機感を感

じて時間を効率よく使うことであり、無限な

リソースは国民の想像力、即ち知恵と勤勉さ

だった。

　しかし、90年代初には、バブルで膨らん

だ日本の経済は崩壊する。大成功を収めたか

に見えた「日本株式会社（言わば、ビジネス

日本）」は財政赤字に陥り、人口の縮小と少

子高齢化を引き起こした。ビジネス日本が機

能不全に陥ったのは明らかだ。責任者は不明、

目的が明確ではないので、リソースが論外に

なってしまったのだ。残念ながら現在のビジ

ネス日本においては、責任者は誰なのか、目

的とは何かが見えなくなり、従ってリソース

管理不在という事態に陥ってしまったのだ。

　対策はどこにあるだろうか。ビジネスの基

本は、責任者が目的を明確にし、先導すべき

ことであることは言うまでもない。しかし、
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良い責任者がいなければ良い目的もありえな

い。バブル崩壊以降、なぜこの20数年間も

の間、責任者不在の状況に陥ってしまったの

だろうか。これは、難しい質問だが、おそら

く日本において、「分権」のコンセプトが正

確に普及していなかったことと関係があるよ

うに思える。日本国民の多くは、バブル崩壊

を予測できず防止策を考えていなかった当時

の責任者への信頼を失い、権力のすべてはそ

れまでのように東京に集中するのではなく、

ある程度地方に「分権」すれば良いと考えて

いたのかも知れない。確かに、強力なリーダー

シップを取る県知事、有名人市長、スター地

方議員のような人物は存在する。しかし、残

念ながら地方政治では、有意義な改革を達成

することは難しそうだ。その理由はいくつか

有るが、一つは「分権」が不完全であることだ。

つまり、日本の分権は中途半端だ。だからこ

そ、道州制の議論が生まれてきたのだろう。

道州制について考える

　この道州制という概念は極めて意味深い

が、導入に際してはしっかりと議論すべきだ。

なぜならば、上手に運営できれば良い結果を

齎（もたら）す可能性はある。しかし、下手

をすれば、無意味であるどころか逆効果を齎

す危険性さえもある。大きな問題点は少なく

とも二つある。一つ目は新行政システムにつ

いての国民の理解である。二つ目は、現行政

の目的設定だ。

　最も避けるべき事は、偽物の道州制だ。偽

物道州制とは現在の日本の47都道府県をた

だ統合して8～10県にするものだ。確かに

行政のコストを削減できる可能性はあるが、

中央政府によるコントロールは変わらない。

これは改革ではなく、ただの合併でしかない。

今、多くの日本国民はこの様な「道州制」の

イメージを持っているのではないだろうか。

しかし、真の州制は国の新しい仕組みでもあ

る（以下、「道」という漢字は必要ないと考え、

「州制」又は「州連邦制」とする）。州連邦制

の下では、中央政府から主権のほとんどを地

方政府に委譲し、複数の邦（国家）の連合体

としての国家（連邦）を形成するという政治

体制だ。これをよく理解している国民はまだ

少ないのではないだろうか。

　州連邦制の下では、州によって何が違うの

だろうか。導入している国による若干の相違

はあるが、原則としてすべての税法（所得税、

相続税、贈与税、法人税等）が各州で決定さ

れる。交通規制（法定速度など）、防犯（警察、

裁判、司法）、教育制度、民事法、商法にも

若干の違いがある。このように、地方レベル

と連邦レベルの二段階の行政システムが重層

化する。つまり、住む場所によりその人の生

活や習慣は「国レベル」ではなく「州レベル」

で規定されることになる。しかし、州連邦制

であっても、安全保障（国防）や外交は、も

ちろん連邦政府の責任である。

　二つ目の問題は現行政の目的だ。有権者は

既得権を放棄してまで、本当に改革（変化）

を許すのか。国民の意見は様々であり、コン

センサスを得ることは相当に困難なことであ

る。このため、偽物の「改革」の提案しか出

て来ない可能性が高いように思われる。

　州連邦制のメリットあるいは人気度につい

ての国際比較データがある。国際連合加盟

国（UN）は、2012年現在193か国である。

29ケ国が州連邦制であり、国の総数で言え

ば15％である。世界の人口の最も多い40ケ
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国のうち15ヵ国（インド、ブラジル、メキ

シコ、アルゼンチン等）が州連邦制だ。世

界人口で言えば40％以上の人が州連邦制の

国に住んでいることになる。一人当たりの

GDPの最も高い20ケ国の中では、8ヵ国が

州連邦制だ（表2）。つまり、世界の先進国

の約半分が州連邦制だと言える。

表2　州連邦制の上位10ヶ国（国内総生産、一人当り購買力平価）

国名 GDP世界ランク（PPP） 人口（百万人） 州数

スイス

米国

UAE
オーストリア

カナダ

オーストラリア

ドイツ

ベルギー

スペイン

ロシア

＃7

＃8

＃9

＃11

＃15

＃16

＃17

＃18

＃26

＃46

　
¶
1
　
　
　
3
2
0
0
1
4
4

　
3
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1
五

26

50

7

10

10

9

16

3

50

21（＋）

参考：World　Bank，　World　Development　lndicators　database，2011，updated　27　September　2012；accessed　4

　　0ctober　2012

　今までの日本の歴史の中で、様々な時代に

様々な行政改革が行われてきた。この約400

年間だけで、国から藩、藩から県へと大胆な

改革が行われた。州連邦制を導入することは

簡単ではないし、リスクのあるプロセスでも

ある。国民の意識改革も必要であり、そのた

めにも今までの誤解を正すためにも州連邦制

国 藩

について正確に理解した上で議論することが

求められる。議論の過程に多くの人々が行政

改革に恐れを抱くかもしれない。しかし、そ

れらは日本の長い歴史の大きな流れの中で、

ただ一つにすぎないということを忘れてはい

けない。国、藩、県、州の歴史や特徴の主な

ものを略したものが次の表である。

県 1、ー、タ

大化の改新

645年

律令

669～757年

五畿七道

令制国数：68～85

戦国時代に消滅

廃止されていない

江戸幕府

17世紀

大名の領土

一万石以上

参勤交代

数：約300

幕府の独裁権

1871年廃止

明治維新

廃藩置県

1871年

自治権が弱い

都道府県

数：77→47

地方自治法

1947年

小泉提案：

　　　　2003年

地方自治権

　　　　をより強く

合体や編入との競争

　　　　数：10

連邦政府との

　　　　切磋琢磨
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　卒直に言えば、現在の都道府県は極めて分

かりにくく非合理的だ。なぜ北海道は北海県

としないのか、なぜ大阪府は大阪県としない

のか、日本においても海外においても適切な

説明はない。これを全て10州に再編すれば、

オーストリアやカナダのように解りやすく、

より管理し易くなるだろう。無論、地域の範

囲やネーミングについては、議論になるだろ

うが、乗り越えられないハードルではないは

ずだ。特に北海道、東北、東京、北陸、関西、

四国、九州、沖縄の名はそのまま使用するの

が相当であり、中部は東海、中国は山陽など

とすれば良いだろう。（州境は、存在してい

る電力会社の運営範囲をベースにすれば簡単

かつ合理的に設定できる。）

　県から州への移行期には、国会議員や県会

議員の人数の削減が必要になり、現職議員の

猛反対を受けるだろう。それが政局として最

大の問題になるかも知れない。しかし、「無

駄な」議員定数の削減をはるかに上回るメ

リットが州連邦制にはある。行政の合理化に

より税金の負担が減少し、経済の促進効果を

齎す。社会的には個人責任の時代が生まれ、

国や大企業などを当てにしない新しい起業家

が出てくるはずだ。地域のレベルでのブラン

ド意識を高め、地域間の健全な競争も促され

るだろう。また、無限リソース問題（即ち、

教育の不全による想像力不足）の問題解決へ

の糸口も見えてくる可能性がある。教育の改

革は現在より進展し、入学試験の廃止などの

有意味な進歩が考えられる。教育改革が未だ

に行われていない理由の一つは、文部科学省

の行政指導による干渉だ。教育の基準を本当

の意味で地域レベルに移転したからといって

目ざましい改革が行われるという保証はない

が、今の状態より改善される可能性は高くな

る。

日本へのメッセージ

　当小論の冒頭に、2012年の日本の経済競

争力の分析においては先ず、誰が誰と競争す

るかを明確にする必要があると述べた。あえ

て結論として言えば、日本と他国の競争力よ

り、日本の国内競争力、つまり地域同志の切

磋琢磨が足りないことだ。都道府県と中央政

府の対立ではなく、州と州の競争が必要だ。

今の情勢はグローバル化、FDI、観光などの

振興に合っていない証拠は充分にある。だか

らこそ、本稿のような有意味な形で州連邦制

が実現できれば、州同志の健康的な協力とよ

り小さな連邦政府との共働により、より有効

な新しい秩序が生まれる可能性が充分にあ

る。一方、行政改革は難しく面倒だという理

由で先送りされる傾向があるかも知れない。

しかし、日本はもっと危機意識をもつべきだ。

　海外赴任前に、米国の外交官はテロ対策を

学ぶ。暗殺されないように、”Get　off　the　X”

（Xを離れろ）という訓練をする。Xは、「危

険地帯」という意味である。例えば、アメリ

カの人気テレビ漫画ロードランナーを象徴す

るものだ。悪役のコヨーテは、主人公のロー

ドランナー（地上性の鳥、ミチバシリ）をい

つも食べようとする。道路の地面にXを書

いて、その上に粒餌などを置き、ロードラン

ナーが来ると上からピアノや重石を落とそう

とする。無論、賢いロードランナーがいつも

Xから無事に逃げ切り、逆にコヨーテが必ず

ピアノにより被害者となる。

　”Get　off　the　X”という概念は、上下左右ど

こにでも、とにかく「危険地帯を離れる」こ
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とによって命を守る行動だ。日本がいつまで

もXに留っていることを良いと思う人がい

るとは思えない。しかし、残念ながら、新し

い時代に直面しているのにも関わらず、なか

なかそれに適切に対応できないでいる日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こまね
は、危険地帯つまりXに立ちつくし手を操

いているのと同じだ。今の日本には、上か下

か、左か右か、どうすれば良いのか。悠長に

考えている時間的余裕は本当にあるのか。テ

ロ対策と同じように、何もしなければ命を落

とすこともあり得る。今こそアクションが必

要だ。何かしらアクションを起こし、Xから

逃げることができれば、また新しい道が開け、

知恵が出てくる。

　今日の日本は、経済競争力の再生のため

に、とにかく一日も早くXから離れるべきだ。

真の州連邦制の導入に日本の国民の皆様が努

力するというのは如何だろうか。

【筆者紹介】

八木　エドワード（やぎ・えどわ一ど）

米国オレゴン州生まれ　52歳
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労働組合と労働時間

名古屋市立大学大学院

教授松村　文人

組合員の方が長く働いている？

　労働時間の短縮は、労働運動がその歴史の

初期から取り組んできた最も重要な課題であ

る。労働者の国際的祝日であるメーデーの起

源が、八時問労働制を求める19世紀アメリ

カ労働者のゼネスト行動にあったことはそれ

を象徴している。国際的に見て、日本の労働

時間は今なお依然としてきわめて長く、その

ことが仕事や生活のあり方の見直しを阻んで

いる。ワーク・ライフ・バランスを進めてい

くためにも、日本の労働組合が長時間労働の

解消に取り組むことが求められている。

　連合総研が3年ほど前に出した報告書r生

活時間の国際比較一日・米・仏・韓のカップ

ル調査』（2009年）は、日本、アメリカ、フ

ランス、韓国の四か国の男女カップルの生活

時間を、インターネットを通じて調査した成

果である。同調査は回答者に対して「組合に

加入しているかいないか」も尋ねており、組

合加入・非加入が生活・仕事時間に与える影

響も分析している。探してみたが、組合加入

と労働時間の関係を調査した研究はこれまで

にほとんどないようである。この報告書の結

論をあらかじめご紹介しておけば、日本の労

働時間や残業時間は組合員の方が非組合員よ

りも長い傾向にあり、「労働組合の加入は労

働時間の短縮に結びついていない」（161頁）

というものである。組合加入・非加入と育児

に関わる両立支援策との関係についても、「組

合の存在が男女労働者の両立支援策に結びつ

いていない」（162頁）と結論付けられており、

労働組合にとってきわめて厳しい指摘となっ

ている。

　報告書は組合加入が時短に結びついていな

いと述べるにとどまっているが、よく考えて

みると、それどころか、組合加入が労働時間

を長くしている可能性さえ否定できない。組

合員の中心が男性の正規社員（職員）であり、

そこに残業が集中しているという職場の実態

はよく指摘されるが、組合員の方が非組合員

より長く働いているという事実をどう解釈す

るかは、組合関係者にとっても避けては通れ

ない問題であろう。この点について考えてみ

たい。
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組合員の労働時間が短い米・仏

　図1で日・米・仏・韓の四か国の労働時間

の実態を確認すると、1日当たりの平均労働

時間は、日本では組合員の方が非組合員より

も、男性で0．35時間（21分）、女性で1．09

時間（1時間5分）長い。これに対し、アメ

リカの労働時間は、組合員の方が非組合員よ

りも、男性で0．6時間（36分）、女性で0．13

時間（8分）短く、フランスの労働時間も、

組合員が非組合員よりも、男性で0．55時間（33

分）、女性で0．31時間（18分）短い。アメリ

カとフランスの労働時間は組合員の方が非組

合員よりも短いのに対し、日本の労働時間は

組合員の方が非組合員よりもむしろ長い。韓

国では男女とも組合員が非組合員より労働時

間がやや長く、日本と似ている。

　1日当たりの平均残業時間についても、日

本では組合員が非組合員よりも、男性で30．7

分、女性で13．9分長い。これに対し、フラ

ンスの残業時間は、組合員が非組合員よりも、

男性で13．3分、女性で6．8分短い。アメリ

カについては、組合員が非組合員より、男性

で22．4分、女性で12．1分長く、先に述べた

平均労働時間とは異なった結果が出ている。

韓国も日・米と似たような結果であるが、米・

韓どちらも日本ほど残業時間は長くない。

　日本とフランスを比べると、日本の労働時

間・残業時間は組合員の方が非組合員よりも

長いのに対し、フランスの労働時間・残業時

間は非組合員の方が組合員よりも長く、正反

対である。フランスでは組合加入が労働時間

の短縮に結びついているが、日本では組合加

入が労働時間の延長に結びついている可能性

もある。

組合の存在が与える影響

　連合総研の調査は、働く者の組合加入が労

働時間に与える影響を取り上げているが、こ

れ以外に、組合の存在、つまり職場に組合が

存在するかしないかが労働時間にどのような

影響を与えるのか、これも重要な論点である。

　筆者は昨年（2011年）、東海地域（愛知・岐阜・

三重・静岡）の共働き男女の生活・仕事時間

をインターネットを通じて調査したが、その

際、回答者に対して「職場に組合があるかな

図1　日・米・仏・韓の労働時間の比較
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資料：連合総研（2009）『生活時間の国際比較』より作成。
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いか」も尋ねた。回答者は、20代から50代

までの共働きの男性203名、女性197名、計

400名である。労働力調査（総務省）と比較

したときの回答者属性の特徴は、年齢では30

代、40代がやや多く、業種では製造業がやや

多く、卸売小売業がやや少ない。職種では専

門・技術、管理、事務などのホワイトカラー

がやや多く、従業員規模では99人未満の小

企業がやや少なく、1000人以上の大企業がや

や多かった。

　図2は、職場に組合のある者と組合のない

者について、それぞれの残業を含む週労働時

間の分布を比較したものである。調査では、

正規・非正規の雇用形態についても尋ねてい

るが、ここでは正規雇用のみを見ることにす

る。多くの労働者が分布する35時間以上の

時間帯に注目すると、男性については、43

～ 50時間、60時間以上の時間帯で、職場に

組合ありの者の方が組合なしの者よりも比率

が低い。しかし、35～43時間、50～60時

間では、組合ありの者の方が組合なしの者よ

りも比率が高く、組合があれば必ず労働時間

が短いというわけではない。女性については、

35～43時間、43～50時間、50～60時間

で、職場に組合ありの者の方が組合なしの者

よりも比率が高い。女性では、職場に組合の

ある者が組合のない者よりも長く働く傾向が

ある。男女とも組合の存在が週労働時間の短

縮に結びついているといえず、とくに女性正

規社員では組合の存在が週労働時間を長くし

ている可能性も考えられる。一方、60時間

以上の時間帯を見ると、労働組合があること

で、健康に影響を及ぼすような長時間労働が

抑制されている可能性も考えられる。

　図は省略するが、残業についても、職場に

組合のある者の方が組合のない者よりも比率

の高い残業時間帯があり、組合の存在が残業

の抑制に結びついているとは必ずしもいえな

い。ただし、有給休暇の取得については、男

女どちらも、職場に組合がある者の方が取得

率8～10割の比率がかなり高く、組合の存

在が有給休暇の取得に結びついていることが

うかがえる。

組合員の方がなぜ長く働くのか

二つの調査は、わが国では働く者が組合に

図2　週労働時間の分布
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資料：松村文人（2011）『共働き夫婦の生活・仕事時間の構造』名古屋市立大学経済学会DP　No．539より作成。

一 30一



加入していたり、職場に組合があったりする

と長時間労働になる可能性が高いことを示し

ている。連合総研報告書は組合要因が労働時

間を長くしている理由について、日本の労働

組合が長時間労働を前提にしている「男性組

合員」を中心に機能しているためであり、解

決のためには女性の組織化、組織率の男女差

の縮小が必要であると指摘している。しかし、

東海地域の調査では、組合のある職場での女

性正規社員の長時間労働が確認されており、

女性が組織化されればそれだけで問題が解決

に向かうとは考えにくい。

　組合員の長時間労働には、日本で一般的な

企業内組合と使用者との協力的な労使関係が

関わっているのではないか。特別条項を含む

36協定を始めとして、協力的労使関係の下

で形成されている労働時間管理のあり方が長

時間労働をもたらしている可能性がある。社

員のほとんどが組合に加入している企業の対

極に、組合が存在せず組合員が全くいない企

業があるが、組合のない企業よりも組合のあ

る企業の方が残業などに関する従業員の合意

を得やすいと思われる。

　韓国と日本で労働組合と労働時間の関係が

似ているのは、韓国でも日本と同様に企業別

組合の力が強いためではないか。たしかに韓

国では、10年ほど前から企業別組合を廃止

して産業別組合への移行を図る動きが金属、

医療、金融などの部門を中心に進行しており、

組合組織や交渉形態に変化が見られるが、企

業別組合の影響力は依然として強く、そのこ

とが組合員の長時間労働に関わっているので

はないかと推測される。

組合要因と労働時間

　フランスで労働組合と労働時間の関係が日

本と正反対なのは、産業別組合が中心であり、

自発的な組合加入が一般的なためではない

か。わが国では企業内に組合があれば使用者

側とユニオンショップ協定を結んでいること

が多く、社員は組合に加入をすることになる

ため、社員のほとんどが組合に加入している

大企業もめずらしくない。その結果、組合員

には組合加入を望んでいない社員も含まれる

ことになる。これに対しフランスでは、法的

にユニオンショップ制が禁止され、自ら希望

して加入した少数の組合員から職場の組合が

形成されており、それが組合員の短い労働時

間につながっているのではないか。

　わが国では労働組合があることで、有給休

暇の取得が促進されていることは評価に値す

るが、一方で、労働組合が労働時間を長くし

ているかもしれない。それが事実とすれば、

どう説明すればよいのか。この問題を解明し

ていくには、組合要因を組合加入や組合存在

だけに限定せずに、組合の組織形態、加入動

機、交渉形態、企業内での残業規制のあり方

なども考慮に入れて検討していく必要があ

る。

〔筆者は中部産政研研究員〕
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財政が破綻する？

大阪大学社会経済研究所

教授大竹　文雄

　消費税の増税が決まって、日本の財政問題

は解決すると思っている人が多いのではない

だろうか。衆議院選挙においても、消費税増

税をやめて景気対策を重視すべきだという議

論もなされた。しかし、実際のところ、日本

の公的債務は莫大なものになっていて、消費

税が10％に増税されたところで、公的債務

を解消するには程遠いことはあまり認識され

ていない。

　日本の政府債務の対GDP比率は214％も

ある。公的債務の対GDP比率が拡大しない

ためには、少なくとも、国債の償還や利払い

以外の政府支出額（政策的経費）が税収額よ

りも小さくなっている必要がある。この税収

額と政策的経費の差がプライマリーバランス

と呼ばれるものだ。金利と経済成長率が等し

ければ、プライマリーバランスがゼロの場

合で、公的債務の対GDP比率は一定になる。

ところが、2011年のプライマリーバランス

の対GDP比は約7％の赤字である。政府の

予測によれば、2016年度でも2．8％の赤字が

残るとされている。つまり、今後も日本の政

府債務の対GDP比率は上昇を続けていくと

いうことだ。

　債務危機に陥ったギリシャでも公的債務の

対GDP比は約170％、イタリアは約120％で

ある。日本はそれよりも高い債務比率にある

のだ。ところが、私たち日本人は、財政状況

が悪化していることを実感することはない。

だからこそ、日本人は国債を安心して買って

いる。私たち一人一人が国債を買っていると

いう実感がなくても、日本の金融機関は資金

の運用先として大量に国債を購入しているの

である。金融機関に国債購入意欲があるため

に、国債金利は1％よりも低い水準で推移し

ている（次頁図1）。つまり、1％以下とい

う低い金利であっても日本の国債はほぼ確実

に償還してもらえるという確信があるから、

日本の金融機関が購入するのである。そのよ

うな日本の金融機関に安心してお金を預けて

いるのが、私たち日本人である。日本の財政

は破綻しないことを私たちが確信しているか

らこそ、国は低金利で国債が発行できるので

ある。

　では、低金利で国債が発行できているとい

うことは、財政が破綻しないということの証
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図1　日本の国債金利の推移
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拠になるのだろうか。財政が破綻しないと

人々が信じているから低金利で国債が発行さ

れるということと、低金利で国債が人々に購

入されているから財政が破綻しないというこ

ととは違う。人々の財政破綻の可能性に対す

る予想が正しければ、国債金利が低ければ、

財政破綻の可能性が低いということになる

が、現時点での人々の予想が正しくても、新

たな情報が入って来ればその予想が変わるこ

とも多い。

　次頁図2に、ユーロ圏の国の中で財政危機

が伝えられる国について、最近の国債金利の

推移を示した。この図でわかることは、ギリ

シャの財政赤字に関する統計が真実でなかっ

たことが発覚した2009年10月以前は、どの

国の国債金利も5％程度であったということ

だ。財政危機が発覚してから国債の金利は上

昇しはじめ、2012年3月2日は、37．1％と

いう水準にまで上昇した。イタリアについて

は、財政状況に大きな変化がなかったにも関

わらず、2011年11月には7．26％まで国債金

利が上昇した。同じような財政赤字の水準で

あったとしても、将来の国債の償還可能性に

ついて疑問が発生すれば、国債の金利はその

時点で上昇を始める。国債の金利の上昇とい

うのは、国債の市場価値の下落を意味する。

　財政破綻が生じた国について膨大な歴史的

データを集めて分析したラインハートとロゴ

フの『国家は破綻する』という本によれば、

財政破綻をインフレによって解消した国で

は、財政破綻によるインフレの発生が始まる

のは、実際に財政が破綻する1年半ほど前か

らにすぎないとされている。

　国債金利の動きや、インフレと財政破綻の

分析からわかることは、現在インフレがなく、

国債金利が低いからと言って、5年先、10

年先に財政が破綻する可能性がないとは言え

ないということだ。
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図2　ユーロ圏の財政危機諸国の国債金利の推移
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　現在の日本の国債金利が低いのは、つぎの

いずれかの理由からだろう。第一に、国際的

にみると日本の租税負担率が低いので、まだ

まだ増税の余地があると信じられている。第

二に、将来財政支出の削減が行われると信じ

られている。第三に、経済成長がおこり、現

在と同じ税率であっても税収そのものが増え

ると信じられている。おそらく、第一と第二

の理由が大きなものだと考えられる。このよ

うな期待に基づいているわけなので、その期

待が裏切られる情報が入れば、国債の金利は

上昇する可能性が高い。

　しばしば、日本はギリシャと違って、国債

を保有しているのが日本人なので、ギリシャ

のような財政破綻は生じないと言われる。し

かし、現在国債を保有している日本人が、日

本政府の国債償還力に疑いを持ち始めれば、

国債以外の資産をもつことになる。国債を売

却して、外国の株式や国債を持ち始めれば、

日本の国債の金利が高騰して、価格が下落す

ることは同じである。

　資産価格というのは、将来の収益の予測か

らなりたっているので、その予測が明日に

なって変わってしまえば、明日の資産価格は

大きく変化する。国債もまったく同じである。

将来の日本の財政状況が改善しそうにないと

いう予想が、明日から広まれば、その時になっ

て財政破綻がリアリティをもって感じられる

ようになる。しかし、それでは大きな経済危

機を防ぐには遅すぎるのではないだろうか。

〔筆者は中部産政研顧問〕
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公的年金の加入状況

　すでに日本は世界一の高齢社会になり、老

後の生活保障のための公的年金の役割はます

ます重要なものとなった。これを受け今回か

ら公的年金制度に関わる数値を取り上げる。

公的年金制度にはさまざまな議論があり、制

度変更もたびたびなされている。例えば、公

的年金の記録問題をめぐり、2010年1月に

社会保険庁が廃止されて日本年金機構が発足

した。年金への不信が高まる中、年金制度の

信頼回復を目指してのことであるが組織改廃

の実施は異例である。

　先進諸国間の公的年金の大きさを比較した

後に、公的年金制度への加入の実態を中心に

説明する。加入状況を見る前に、公的年金制

度の概要を説明する。概要を説明した後、男

女別に公的年金制度の被保険者の推移及び被

保険者の就業の状況について取り上げる。こ

こでは、公的年金への未加入者及び保険料未

0
8
6
4
2
0
8
6
4
2
0

公的年金の

対GDP比％

1990年

納者については取り上げない。

　最後に、就業状況や配偶者の就業状況に

よって、年金の加入状況が変わることに伴う

問題、「運用3号」問題を説明する。

1．先進諸国間の公的年金の大きさ

　日本では、公的年金の充実を求める意見が

根強い。そこでまず、先進諸国の公的年金の

大きさを比較してみることとしよう。ここで

は公的年金の大きさの指標として、GDPに

占める公的年金の割合をとる。一般に高齢化

が進む国ほど、公的年金の大きさは大きくな

る。そこで、総人口に占める65歳以上人口

の割合、すなわち高齢化率と公的年金との関

係を図1に示してみた。

　図1には、OECD統計データを利用して、

先進24か国の公的年金の対GDP比と高齢化

率との関係を示した1。図中の国名表記は一

図1　公的年金の対GDP比と高齢化率との関係
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資料：OECD，“Social　Expenditure－Aggregated　data”
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部の国のみになっている。なお、先進諸国の

中には私的年金に強制加入させている国もあ

る。スウェーデンがその例であり、公的年金

に含めて算出すると、もっと上方に位置する

ことになる。ここでは私的年金は含めず、公

的年金のみを扱っている。データの制約から、

1990年、2000年、2007年の3か年のみを図

示してある。

　3つの期間に渡り、すべての国で高齢化率

が上昇している。その中で、日本の高齢化率

は際立ったスピードで高まってきた。

　全期間に渡り日本は回帰線より右下方向に

位置しており、OECD諸国の中では公的年金

の規模が比較的小さい国であることが分か

る。英国もまた全期間に渡り日本と同じく回

帰線より右下方向に位置している。一方で、

全期間に渡り回帰線より左上方向に位置して

いるのはフランスであり、日本や英国とは対

照的にフランスは公的年金の規模が大きい国

と言える。

　日本では老親との同居や近居をして、老親

へ所得を移転するような私的な扶養は珍しい

ことではない。他の先進諸国に比べて3世代

同居の家族は多いと言われている。また、他

の先進諸国に比べて、高齢者の就業率は高く、

高齢者自らが稼働所得を増やして、公的年金

に必ずしも依存してこなかった。このような

ことが、公的年金への依存度を小さくしてき

た。そのため、老後の生活保障を公的年金中

心とするような制度設計より、私的扶養を主

とするような制度設計となっていたとも言え

る。

　しかし、日本にとって今後は、家族による

高齢者の扶養や私的年金の充実をこれ以上期

待することは難しい。このため、日本でもこ

れまで以上に公的年金を充実させる他の先進

諸国と同様の制度設計及び運営が必要になっ

て来よう。

2，公的年金制度の仕組み

　公的年金制度は、明治時代に官吏の恩給制

度としてスタートした。一般国民を対象と

した年金制度は1939年の船員保険である。

1941年に男性工場労働者を対象とする労働

者年金保険制度が成立した。その後、1944

年に女性及び事務職員も対象として、名称が

厚生年金制度に変更された。戦前の恩給制度

及び厚生年金は、戦後に共済年金及び厚生年

金制度として発展していく。しかし、自営業

には公的年金制度が適用されていなかった。

そこで、自営業に公的年金制度を適用する

ように、1961年に国民年金制度を創設して、

国民皆年金体制が確立した。しかし、国民皆

年金体制と言いながら、夫がサラリーマンの

専業主婦の妻については、年金権が必ずしも

確立していなかったこと、及び国民年金財政

に対する将来的な不安などを受けて、1985

年に国民年金制度は大きく改正された。この

改正をベースにして、公的年金制度は現在に

至る。

　現在の公的年金制度は、全国民に共通の国

民年金（基礎年金）を導入して、この基礎年

金を1階部分とした3階建て構造である（次

頁図2）。2階部分は、民間企業の正社員や

10ECD全加盟国ではなく、豪州、オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、

ギリシア、アイスランド、アイルランド、イタリア、日本、韓国、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、

ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、米国の24か国である。
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図2　日本の公的年金制度（2012年4月現在）

確定拠出

年金（企

業型）（任

意加入）

確定給付

企業年金
（任意加

　入）

厚生年金

基金〔任意

　加入）
職域加算

代行部分

国民年金
基金（任意

　加入）

確定拠出
年金（個人
型）（任意

　加入）

厚生年金 共済年金

国民年金〔基礎年金）

第3号 築1号 第2号 第2号

3階

2階

1階

第1号 第2号 第3号

区分

自営菜、学生

第2号と第3号以外
の人

被用者年金保険者

眠間企業及び公務
員｝

第2号の被
扶養配偶者

負担

定額保険料
14980円（2012年4
月～13年3月）

16900円（2017年4
月～）
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定額
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資料：厚生労働省

公務員の正規職員などの被用者が加入する被

用者年金制度であり、3階部分は、公的年金

を補完した形の任意加入の企業年金や共済

年金の職域加算である。なお、共済年金を

2015年10月に廃止して、公務員も厚生年金

に加入させて、被用者年金制度を一元化する

ことが2012年に決定された。共済年金独自

の職域加算について今後新制度を設計して見

直すとしている。また、厚生年金基金につい

ては、今後10年後に制度を廃止する方向性

が打ち出されている。

【被保険者の分類】

　公的年金制度の被保険者は次の3つに分類

されている。第2号被保険者（以下、第2

号）は、厚生年金に加入している民間企業の

正社員及び共済年金に加入している公務員で

ある。第3号被保険者（以下、第3号）は、

第2号の被扶養配偶者である。そして、第2

号及び第3号に該当しない満20歳以上60歳

未満の人は、第1号被保険者（以下、第1号）

と規定された。第1号には、自営業者、学生、

無職者等が該当する。

　厚生年金は、常時5人以上の従業員を使用

する個人事業所及びすべての法人事業所に正

規雇用される70歳未満の人を強制適用者と

している。また、正規雇用者の所定労働日数

及び労働時間数の4分の3以上ある非正規雇

用者も厚生年金の適用者となる。1985年改

正までは、中小零細の法人企業に対して、厚

生年金加入を義務付けていなかった。1985

年改正によって、5人未満の法人企業に対し

ても厚生年金への加入を義務付けた。ただし、

中小零細企業の負担増加に配慮して、1986

年4月から3年間で段階的に厚生年金保険の

拡大を図った。

　年金機能強化法が2012年8月に成立して、

16年10月から従業員501人以上の企業につ

いては、学生を除いた勤続1年以上の週20

時間以上かつ月額賃金8．8万円以上（年収

106万円以上）の短時間雇用者も厚生年金の

対象になる。

【保険料の負担】

　第1号は定額の保険料を40年間支払うと、

満65歳以降に定額の老齢基礎年金を受給で

きる。第3号は自ら保険料を負担していなく

とも、第1号と同様に基礎年金を受給できる。

2004年の国民年金改正を受けて、国民年金

保険料は、2005年度の月額13580円を毎年

280円ずつ引き上げて2017年度以降は月額

16900円に固定する予定である。

　第1号に定額保険料の負担を義務付けてい

る理由として、自営業の所得捕捉が難しいた
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め、所得に応じた定率保険料を課すことがで

きないとしたことにある。また、自営業には、

定年がなく、老後の所得保障を高く設定する

必要がないため、それほど高くない将来の給

付額に見合った定額保険料としたことにもあ

る。

　第2号は賃金に比例した保険料を支払い、

定額の基礎年金部分とあわせて賃金に比例し

た上乗せ部分を受給できる。なお、2003年

4月から、毎月の賃金だけでなく、賞与にも

保険料負担を適用する総報酬制が導入されて

いる。厚生年金保険料率も、2004年10月の

13．934％から毎年0．354％ずつ引き上げて、

2017年9月以降は18．3％に固定する予定で

ある。

　厚生年金保険料率は、1994年まで男性よ

り女性の方が低い水準にあった。女性優遇と

言える男女別保険料率を設定してきた背景に

は、男性より女性の勤続期間が短いこと、及

び男性より女性の賃金が低いことにあった。

加えて、事業主負担の軽減の意味合いもあっ

た。女性の被保険者は、男性の被扶養者で

あって、将来の年金受給者にはならないと当

時考えられていたから、このような男女別保

険料率が長らく続いていた。しかし、女性優

遇の保険料率は、雇用機会の男女平等とは必

ずしも言えない。そのため、男女雇用機会均

等法施行以降に男女共通の保険料率に改正さ

れた。

　この厚生年金保険料率は、労使折半で負担

している。しかし、この事業主負担分は、実

際には賃金として受け取らない分を労働者が

負担していると考えると、社会保険料の全額

が実質的には労働者の負担であり、本来の賃

金受取額は事業主負担分だけ少なくなってい

る。また、厚生年金加入者は、簡単に退職す

る可能性が低い正社員であることを考える

と、保険料のほぼ全額を賃金に転嫁すること

も可能である。

　一方で、パートタイム労働者に対して、社

会保険料の全額を賃金に転嫁した場合を考え

る。その場合には、社会保険料の分だけ、賃

金の受取額が減ることになる。賃金の受取額

が減った場合には、受取賃金の高い職場に移

ることが十分ありうる。必ずしも長期勤続を

前提としていないようなパートタイムでは、

賃金の低下は離職につながりかねない。その

ため、正社員とは異なり、パートタイムには

社会保険料の全額を賃金に転嫁することは難

しい。以上のように、厚生年金保険への加入

条件として、ある程度の労働時間の長い労働

者をこれまで対象としてきた。先の年金機能

強化法でも、短時間雇用者への厚生年金適用

拡大に関して、賃金の低い労働者に対しては

保険料負担の緩和措置を今後講じると明記し

ている。

　1985年の年金改正まで、専業主婦は国民

年金に任意加入でき、自ら保険料を負担して

いた。この時約7割の主婦が加入していた。

したがって、約3割の主婦が無年金状態で

あった。この専業主婦の無年金状態を解消す

るため、女性の年金権の確立を目的として第

3号被保険者制度が創設された。この1985

年改正により、これまで任意加入だった厚生

年金加入者の被扶養者を強制的に第3号とし

た。この改正では、第3号自らが保険料を負

担する制度設計にはならず、妻は夫に扶養さ

れる存在として位置付けられた。その結果、

被扶養者は保険料を負担する必要がなくなっ

た。
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表1　被扶養者認定基準額

1986年4月　　　　　　90万円

1987年5月　　　　　　100万円

1989年5月　卜　　　110万円

1992年1月　1　　　120万円

1993年4月　　　　　　130万円

資料：厚生労働省

　被扶養者の認定基準は、第3号被保険者制

度が導入された際に、健康保険の被扶養者認

定基準と同額に設定された（表1）。認定基

準導入時には年収90万円未満であった。そ

の後、被扶養者の適用を維持するという考え

方から、賃金の伸びに応じて何度か改定され

て、1993年度以降には年収130万円未満と

なっている。将来の無年金者を減らすため、

被扶養者を増やすことによって、より多くの

女性を公的年金制度に取り入れてきた。

　この第3号の保険料を負担しているのは誰

なのか。その答えは、第2号全員が負担して

いる。毎年度、政府は給付（国民年金の基礎

年金）に要する費用のうち第2号と第3号の

負担分を基礎年金拠出金として負担・納付し

ている。年金の1階部分の基礎年金を支給す

る費用に充てるため、厚生年金部門から国民

年金部門に、基礎年金拠出金を支払っている。

　この基礎年金拠出金の額は、保険料・拠出

金算定対象額に被保険者の総数に対する、厚

生年金加入者の第2号及び、その配偶者の第

3号の合計数に相当する比率を乗じて得た額

としている。したがって、基礎年金拠出金の

負担は第2号全員となる。厚生年金部門で保

険料を支払うのは第2号のみであるが、計算

時には第3号を含めた人数割りをしている。

第3号の保険料は、第2号の夫が負担してい

るという俗説があるが、誤りである。このた

め、第3号被保険者制度は専業主婦優遇制度

としばしば批判されることになる。

3．公的年金への加入状況

　公的年金への加入者数およびその内訳は

「厚生年金保険・国民年金事業年報」から分

かる。その加入状況を表2及び次頁図3にま

とめた。第1号被保険者数2は、2010年度

末に男性992万人、女性947万人であり、男

女ほぼ同程度の人数である。第2号被保険者

数は、同年度末に男性2508万人、女性1375

万人であり、男性が女性の2倍弱の人数であ

る。第3号被保険者数は、同年度末に男性

11万人、女性993万人と、被扶養者として

の女性の数が圧倒的に多い。欧米諸国では、

妻の所得が夫の所得を上回るような若い世代

の夫婦は珍しい現象ではなくなっている。女

性の社会進出に伴い、日本もこのような夫婦

が少しずつ増えて、夫が妻の被扶養者になる

場合も現れている。

表2　国民年金の被保険者数（年度末）

　　　　　　　　　　　　　　　　（万人）
男性 女性

計 第1号 第2号第3号 計 第1号 第2号 第3号
「

　τ986 3175 915 2256 3 3157 1036 1031 1090
r　1990 3305 824 2477 4 3313 934 1188 1192
7　1995 3522 924 2595 4 3473 987 1270 1216
ド

　2000 3571 1061 2505 5 3478 1092 1238 1148

2005 3588 1101 2477 10 3457 1089 1285 1083

2010 3511 992 2508 11 3315 947 1375 993

資料：厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」、

　　社会保険庁「事業年報」

2第1号被保険者には保険料免除者及び猶予者並びに未納者を含む。また、任意加入被保険者を含む。この任意加入

被保険者とは、60歳以上65歳未満の自営業者、20歳以上65歳未満の在外邦人で国民年金に加入している人である。
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資料：厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」、社会保険庁「事業年報」

　図3から公的年金の加入者の割合を見

ると、2010年度末に、男性では第1号が

28．2％、第2号が71．4％、第3号が0．3％で

ある。一方で、同年度末に、女性ではそれぞ

れ28．6％、41．5％、30．0％である。第2号

の割合は、男性で7割を超えており、女性で

4割を上回っている。女性の3割が第3号で

あり、公的年金を考える上では第3号の存在

は無視できる大きさではない。

　女性について、より詳細に見ると、1987

年度に第2号が第1号を上回り、さらに91

年度に第2号が第3号を上回った。この期間

は、男女雇用機会均等法施行を受けて、女性

の社会進出を後押ししたこと及びバブル景気

による人手不足の時期であった。また、全て

の法人企業に対して厚生年金加入が義務付け

られた。これらのことが、女性の第2号を大

きく増やすことにつながった。その後も、女

性雇用者の増加に伴い、第2号は増え続けて

いる。その一方で、自営業部門の減少に伴い、

女性の第1号の割合は、低下している。ただ

し、近年非正社員が増加しており、厚生年金

に加入しない場合には、第1号に区分される。

したがって、第1号はそれほど大きく減って

いない。

　女性の第3号は、1996年度以降減少し続

けており、被保険者に占める第3号の割合も

1990年度の36％をピークに減少し続けてい

る。夫が主たる稼得者、妻が家庭を守るとい

う性別分業モデルは、かつてほど一般的では

なくなっている。先にふれた年金機能強化法

成立によって、2016年10月から短時間雇用

者の厚生年金加入を拡大していく。この改正

によって、約10～20万人の短時間雇用者が

新たに厚生年金への対象者になると想定され

ている。当初の年金機能強化法案での年収制

限はもっと緩いものであった。しかし、保険

料負担の増加を嫌った企業及び労働者の一部

からも反対があがったため、前述のような年

収制限となった。

【雇用形態からみた被保険者の状況】

　次に、公的年金加入者の就業状況、例えば、

自営業なのか、正社員なのか、非正社員なの

か、働いていないのか、といった状況にっい

て、被保険者の内訳を次頁表3及び表4にま

とめた。この就業状況は、被保険者本人の年
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金加入状況の回答に基づく「公的年金加入状

況調査」の結果であり、最新の2010年の結

果を表示した。

【第1号の就業状況】

　第1号の内訳は、男女ともに学生を含め

た非就業者がもっとも多く、男性で26．9％、

女性で38．2％である（表3）。この非就業

者には満20歳以上の学生も含まれている。

2010年の学生数は男性で172万人、女性で

128万人であり、このうち第1号は男性で

149万人、女性で104万人と、8割を超える

学生は第1号である。第1号に占める学生の

割合は、男性で15．2％、女性で16．5％である。

　1985年改正から、学生は第1号として国

民年金に強制加入になり、1991年4月から

保険料の納付が義務付けられた。また、社会

保険庁は1995年4月から職権適用で20歳に

なった人に対して年金手帳を送付して、国民

年金への加入を促してきた。

　就業者の内訳として、男性では、自営業主

が24．1％、家族従業者が6．0％、会社員・公

務員が25．4％、臨時・不定期が17．0％となっ

ている。一方、女性では、それぞれ、4．2％、

10．8％、19．4％、26．6％となっている。

　また、会社員・公務員の内訳として、「フ

ルタイム」が男性で21．5％、女性で11．6％、

「フルタイムでない」が男性で3．0％、女性

で7．5％となっている。

　以上のように、現在の第1号は自営業を主

体としたものではもはやない。また、臨時・

不定期及びフルタイムではない非正社員だけ

でもない。中小零細企業の中には、厚生年金

の強制適用事業所ではなく、任意適用事業所

もあり、フルタイムで働く会社員・公務員も

第1号になっている場合がある。このように

第1号の内訳は多岐に渡っている。

【第3号の就業状況】

　続いて、第3号の内訳を見る。なお、男性

表3　第1号被保険者の就業状況（20～59歳）（2010年）3　　表4　第3号被保険者の就業状況（20～59歳）（2010年）4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o／e

総数

就業者

自営業主

家族従業者
会社員・公務員

　うちフルタイム

　うちフルタイムでない

　うち時間区分不詳
臨時・不定期

非就業者
就業形態不詳

100．0

72．4

24，1

　6．0

25．4

21．5

　3．0

　0．9

17．0

26．9

　0．6

資料：厚生労働省「公的年金加入状況調査」

100．0

61．1

　4．2

10．8

19．4

11．6

　7．5

　0．4

26．6

38．2

　0．7

総数

就業者

自営業主

家族従業者

会社員・公務員

　うちフルタイム

　うちフルタイムでない

　うち時間区分不詳
臨時・不定期

非就業者

就業形態不詳

100．0

59．3

15．0

　2．7

23．0

17．7

　4．4

　0．9

18．6

39．8

　1．8

資料：厚生労働省「公的年金加入状況調査」

100．0

42．8

　1．0

　1．5

12．3

　1．2

10．8

　0．3

28．1

56．9

　0．3

3臨時・不定期とは、「自営業主」、「家族従業者」及び「会社員・公務員」以外の就業者。臨時や不定期のパート・

　アルバイト、学生の家庭教師や内職等が該当する。

　「フルタイム」とは、「会社員・公務員」のうち、1日の所定労働時間と1か月の所定労働日数が一般社員と同

程度である人。rフルタイムでない」とは、「会社員・公務員」のうち、1日の所定労働時間が一般社員より短

　いかまたは1か月の所定労働日数が一般社員よりも少ない人。

4注3と同じ。
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では被保険者に占める第3号の割合は0．3％

と寡少であり、必ずしも適切ではないかもし

れない。

　第3号は、配偶者の被扶養者であるため、

非就業者あるいは低収入の就業者となる。男

女ともに非就業者がもっとも多く、男性で

39．8％、女性で56．9％である。

　臨時・不定期のパートやアルバイトの割

合は、男性で18．6％、女性で28．1％となっ

ている。また、会社員・公務員のうち、「フ

ルタイムでない」が男性で4．4％、女性で

10．8％となっている。就業している場合には、

配偶者の被扶養者になるように就業調整して

いることがうかがえる。

4．年金加入の切り替え

　以上のように年金加入の実態を見てきた

が、最後に、年金加入の切り替えについてふ

れる。本人の就業状況あるいは配偶者の被扶

養の状況によって、加入する公的年金は変わ

る。このような例を図4に示した。

　女性の場合には、ライフステージに合わせ

て、年金加入の状況が変わる。学生の頃は第

1号であったが、民間企業に正社員として就

職すると第2号になり、第2号の夫と結婚し

図4　年金切り替えの例

鷲釧

羅釧

国民年金

　1号

厚生年金

　2号

国民年金

　3号

例1）

離婚

例2）

収入130万円以上
のパートなどで働く。

ただし、勤務先が

2号適用事業所で
ない。

例3）

夫が起業する。

夫は1号に切り替わ
ると、妻も1号になる。

た後に退職すると第3号に切り替わる。また、

第3号に切り替わっても、年間130万円以上

の収入を稼いだり、離婚したり、夫が起業す

る、などの場合には、第1号になる。このよ

うに、結婚や離婚、本人の就業状態や配偶者

の転職によって、加入している公的年金が変

わりうる。このことが、年金記録の消失問題

の原因にもつながった。

　このような公的年金の切り替えは、2011

年に運用3号問題として浮上した。第3号

は、配偶者が第2号である限りは、保険料負

担はしなくてもすむ。しかし、配偶者の夫が

自営業になった場合や失業した場合には、妻

は第1号に切り替わる。この第3号から第1

号への切り替えは、自らが届け出る必要があ

る。この切り替えの手続きをしていなかった

ため、無年金状態の女性が最大100万人以上

いる可能性が2010年に判明した。年金保険

料は、原則直近の2年分しか追納できない。

そのため、届出がなされていないと、年金受

給の資格を満たせず無年金あるいは低年金の

状態に将来陥る場合がある。このような人を

救済するため、2011年1月に過去2年分の

保険料を納付すれば、それ以前の保険料は納

付したものとみなすとする特例の救済措置を

始めた。しかし、この救済措置はきちんと届

出をしてきた人に対して著しく公平感を欠く

という批判が出た。この救済措置は、同年3

月に廃止された。その代わりに年金保険料未

納者に対して、過去に遡って保険料を納付す

ることのできる期聞を10年とする後納制度

を特例措置として打ち出した。

　本人及び配偶者の就業状況によって、加入

する公的年金が変わり、保険料の負担の在り

方も変わる。すなわち、被保険者のうち、第
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1号は定額の保険料を本人が支払い、第2号

は賃金に応じた保険料を源泉徴収されて、第

3号は保険料を支払わなくてよい。このよう

な年金制度の複雑さがさまざまな問題を生ん

でいる。とくに、第3号の見直しあるいは廃

止はこれまでも議論されてきたが、該当者が

約1千万人に上るため、変更は先送りされて

きた。しかし、先送りしてきた結果が運用3

号問題につながったことは否めない。

　今回は、加入状況を取り上げたが、次回は

年金受給に関する数値を取り上げることとす

る。
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産政研研究成果から

技術開発競争に勝ち抜くための

エンジニアのあり方

　　（公財）中部産政研

主任研究員熊野明子

1．はじめに

　自動車産業を取り巻く環境は、モノづくり

の空洞化を招きかねない円高の定着、次世代

環境対応車へのシフトに伴う産業構造の変化、

圧倒的なコスト競争力を持つ新興国地場メー

カーの台頭、落ち込む国内市場等、極めて厳

しい状況にある。

　とりわけ、燃料電池車や電気自動車等の次

世代技術開発や良品廉価のものづくりのため

の技術開発については、近年、先進国のみな

らず新興国の技術レベルの向上が著しく、今

後、グローバル規模での技術開発競争がさら

に厳しさを増していくことは確実である。

　技術開発に関する経営施策の成否が企業の

命運を左右するなか、開発の中核を担うエン

ジニアの役割は、今後ますます重要になって

いくことが予想される。

　本研究では、エンジニアがやりがいを持って

働き、高いパフォーマンスを発揮するために必

要な取り組みを提言することを目的とし、エン

ジニア本人や企業に、エンジニアの働き方や仕

事に対する意識について実態調査を行った。

　調査は研修主査として、同志社大学　技術・

企業・国際競争力センター　センター長　中

田喜文教授にご尽力いただいた。

2．調査内容と調査方法

　本調査はアンケート調査を中心としている

が、アンケート作成のための予備調査として

ヒアリング調査を行った。それぞれの調査の

概要は以下のとおりである。

1）予備調査（ヒアリング調査）

　　：2011年9月27日～10月21日

　　対象企業：自動車・同附属品製造業　6社

　　対象者：エンジニアおよび管理職企

　　　　　　　業の部門統括部署の管理職

2）アンケート調査

　　：2011年12月26日～2012年2月17日

　　対象企業：自動車・同附属品製造業83社

　　対象者：エンジニア1，500名

　　　　　　　　　　　　　（回収率94．5％）

　　　　　　エンジニア職場の管理職

　　　　　　　　　　500名（回収率77．2％）

　　　　　　企業の部門統括部署の管理職

　　　　　　　　　　50名（回収率68．0％）
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3．調査結果の要約

1）エンジニアの能力開発や働き方

・調査した企業の人的資源管理に関する基

　本的な考え方は従来通り「長期安定雇用」、

　「キャリアの複線化」が2本柱であるが、

　過去5年間に多くの企業で「人材育成」、「有

　能な若手社員の早期昇進・昇格」、「中途採

　用」に関する施策が強化された。

・ 大半の企業が能力開発は、自己責任ではな

　く、企業責任の下でOJTを中心に行うと

　いう考えを持ち、エンジニアに「論理的・

　体系的思考能力」、「問題点の解決力」、「挑

　戦意欲」を求める傾向が強い一方、エンジ

　ニア個人に対し、部下や後輩の育成能力を

　要求しない傾向が強いことが明らかになっ

　た。

・ ほぼ全ての企業で所定外労働時間を抑制す

　る取り組みが行われているが、エンジニア

　やその管理職は業務量が労働時間に見合っ

ていないと感じていており、組合員が所定

時間内に仕事を完了できず、管理職がフォ

　ローすることで管理職の負荷が増加してい

る状況が示唆される。

図2「職場では部下や後輩を十分に指導でき

　　　る人が減ってきている」

0％ 20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％

組合員23％　225％

管理職　 2　9％14　0％

484％

544％

267％

288％

100％

rw該当しないロあまり該当しない圏やや該当する劇該当する

・ 自分の能力に対して限界感を感じるエンジ

　ニアは自分の挑戦意欲、対外折衝調整力、

　問題点の解決力を低く評価し、仕事内容、

　職場の人間関係、職業生活全体に対する満

　足度が低下する傾向がある。

・ 組合員のエンジニアは年代が高まるにつれ、

　仕事の結果に対し高い評価を受けていると

　回答する割合が減少している。また、自ら

　の能力に限界を感じる傾向が顕著に見られ

　た。

図3「あなたは現在、エンジニアとしての能

　　　力の限界を感じていますか」

o％ 20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％ 100％

合計76％　　　310％ 493％ 121％

29歳以下70％　　202％ 570％ 158％

30－34歳43％　　266％ 549％ 143％

35－39歳　90％　　　　367％　　　　　　　　450％

40－44歳　128％　　　　　　500％

45－49歳　　148％　　　　　　444％

50歳以上　　160％　　　　　　　　600％

93％

図1　管理職から見た労働時間と業務量の関係

308％　　　64％

352％　　　　56％

240％

　　　　　　　　0％　　　　　20％　　　　40％　　　　60％　　　　8096　　　　100％

所定時間内に部下の仕事が
終わらないことが増えた　16％33　　　477％　　　　　374％

部下のやり残した仕事で、
自身の労働時間が増えた　69％　　418％　　　　341％　　172％

　　N該当しない口あまり該当しないSSやや該当する匿該当する

・ 職場では、育成に対する時間が不足してい

　るとともに、部下や後輩を十分に指導でき

　る人が減ってきていると認識されている。

geすでに限界を感じている　　　　　ロときどき限界を感じる

囲現在は限界を感じないが将来は不安圃現在も将来も限界を感じない

2）エンジニアの出向

・出向送出はすべての企業で行われ、過去5

　年で出向送出・受入とも、大きな変化は見

　られず持続的な関係が維持されていた。出

　向に関しては受入が多い大規模企業の意向

　が働きやすいが、企業や管理職は出向をメ
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　リットと感じ、エンジニアの専門知識のみ

　ならず全般的な仕事の能力が向上すると評

価している。そのため、出向送出者の選定

　は能力や受け入れ先スキルへの適性に加え、

人材育成の観点からも行われている。

・ 出向経験者の9割以上が出向経験を前向

　きにとらえ、人脈の拡大や技術・仕事の位

　置付けを確認でき、新たな技術習得といっ

　たエンジニアとしてのキャリアアップにつ

　ながるメリットを感じていた。

図4　管理職から見た出向から復帰したエン

　　　ジニアの成長状況

　　　O％　　　　20％

仕事能力03％105％

専門知識13％　189％

　　団ほとんど成長していない

　　國やや成長した

40％

643％

586％

60％　　　　　　　80％　　　　　　　100％

249％

212％

口あまり成長していない

■大いに成長した

3）エンジニアの知識・情報ネットワーク

・エンジニアは、物理的距離が近くても技術

　的な共通点を持たない非エンジニアや顧客

　より、技術的に近い分野を担当する社外の

　エンジニアとのネットワークを活用する傾

　向がみられた。

図5　エンジニアの知識・情報ネットワーク

　　　の範囲（「ある」と回答した割合）

　　　　　　　O％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　　100％

・・職場に…ンジ・ア羅鑛懸雛灘羅翻・73・

鵜磯劉磐醗羅鍵羅麟66・・

講酵腱贈。懸懸藪灘撒
非．漢激，。フ翻282・

　　盟魏鵜羅38・・
　　製夢灘霧灘12・・

　　　　　　・・翻28・・

・ 社内の知識・情報フローを担っているの

　は30代のエンジニアであるが、海外も含

　めて社外との知識・情報の交換を積極的に

行っているのは、さらに経験を積んだ40

　代の管理職である。職位が高くなるほど、

　物理的、技術的距離を超えて知識・情報ネッ

　トワークを構築しているエンジニアの割合

　が増えた。

・ 調査した企業では、野中郁次郎らの提唱す

　るSECIモデルに基づいた組織的知識創造

　に関するすべての設問の値が高い傾向に

　あった。中でも、当事者しか理解できてい

　ない知識である暗黙知を明確なコンセプト

　に表し、言葉で他人に伝えるために必要な

　「新規現象・問題を解決するため仮説・予

　測を立てる」、「自由な話し合いから多様な

　アイデアを生み出だす」などの表出化に関

　するプロセスに優れていることが明らかに

　なった。

4）エンジニアの企業施策に対する認識

・企業としての目的・価値観は、管理職では

　比較的共有され徹底されているが、組合員

　とは十分に共有されていない。組合員、管

　理職とも半数以上が会社の意思決定は早く

　ないと感じていると共に、7割以上が会社

　は保守的であり、硬直的なルールが多いと

　回答している。

・組合員の半数近くが、従業員同士がオープ

　ンに交流できる場や機会がないと回答し、

　新規アイデアを求め社外に出ることは歓迎

　されていないと感じている。また、管理職

　の9割が「周囲に新アイデアを提案する

　ことが多い」と回答したが、組合員では4

　割に留まった。また、従業員同士でのソー
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シャルメディアを用いた交流はあまり進ん

でいなかった。

図6「職場の周囲の人に対して新しいアイデ

　　　アを提案することが多い」

　　O％　　　　　　　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％　　　　　　　100％

組合員71％　　　358％　　　　　　　　　517％　　　　　54％

管理職

・ 男性に比べ、女性エンジニアはエンジニア

　として生涯仕事を続けたい、エンジニアと

　してのプライドがあると回答した割合が低

　いうえ、専門知識に十分自身を持っていな

いと回答した。

図8「エンジニアとして生涯仕事を続けていきたい」

391％ 508％ 93％08％

1団該当するロやや該当する団あまり該当しない■該当しない

5）エンジニアのワーク・ライフ・バランス

・ 組合員の4割、管理職の半数が、ワーク・

　ライフ・バランスがうまく取れていないと

感じている。

・ 組合員、管理職ともワーク・ライフ・バラ

　ンスが取れている層の方が、取れていない

層に比べ、下記の傾向があることが明らか

　になった。

　＊仕事へのやりがいやおもしろみを感じて

　　いる

　＊専門知識など仕事に対する能力に対する

　　自信がある

　＊エンジニアとして働くことに肯定的である

　＊創造的な仕事をしていると感じている

　＊心身ともに健康であると感じている。

　　O％　　　　　　　　20％　　　　　　　　40％　　　　　　　　60％　　　　　　　　80％　　　　　　　100％

女性　　　　236％　　　　　　382％　　　　　200％　　　182％

男性　31％16眺　　　　　441％　　　　　　　　368％

　　N該当しないロあまり該当しない困やや該当する■該当する

4．改善を要すると思われる課題

1）若手エンジニアの育成風土の劣化

　若手エンジニアの育成風土の劣化は、3つ

の要因に基づく。1つは、所定外労働時間規

制、2つには対応力を超える業務量、そして

最後に、育成指導の質的、量的な低下であ

る。これら3つの要因は相互に関連している。

所定外労働時間を規制したにも関わらず行う

べき日々の業務量が削減されないため、業務

時間内の労働負荷が高まり、その結果、若手

の育成指導に充てる時間を切り詰めざるを得

なくなる傾向がみられた。

図7　仕事のやりがいとワーク・ライフ・バランスの関係

　　　　　　　　　0％　　　　20％

　ワーク・ライフ・バランスが

磐てLNt・L’一騨242％
員ワーク・ライフ・バランスが
　　　　　　　　　2．3％　　18　1％　取れている

　ワーク・ライフ・バランスが
　　　　　　　　　0．6％27％纂塾ていない一一一

職ワーク・ライフ・バランスが

　　　　　　　　　0，5％50％　取れている

　N今の仕事はやりがいがない
　画今の仕事はやややりがいがある方だ

40％ 60％

560％

80％　　　100％

　　143％

602％ 195％

541％ 326％

53　3％　　　　　　　　　　　　　　　　　41　2％

ロ今の仕事はやりがいがあまりない
■今の仕事はやりがいがかなりある
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2）業務品質の劣化

　所定時間内にこなせる量を超えた業務が日

常的に付与されている中、所定外労働時間に

対する規制だけが強化された結果、退社時点

では業務が未完成で残されるか、あるいは業

務の質を下げることで退社時間までに業務を

終わらせる。その結果、仕事を任せた上司が、

その仕事を引き継ぎ終らせるか、品質を満た

さなかった部下の業務を、再度やり直すこと

で対応している状況が浮き彫りになった。

3）中高年エンジニアのモチベーション低下

　企業は高い貢献をした中高年エンジニアに

は、管理職への昇進で報いていることがうか

がえる。しかし、管理職ポストの数には制約

があり、評価の小さな差異が昇進の有無に繋

がり、処遇差が拡大される。その結果、管理

職ポストに就けなかった中高年エンジニアは、

自らの業績が評価されていないと感じ、さら

には給与等での処遇も伸びない結果、仕事に

対する意欲が低下している。

4）女性エンジニアのキャリア意識の欠如

　調査で収集したデータから、女性エンジニ

アはエンジニアを生涯続けていく意思が弱い

ことが確認された。同時に自身の職業能力に

ついて自信を持てず、仕事にもプライドを持

てていないこともわかった。エンジニアを継

続したいという意思の弱さと能力・プライド

の低さは相互に影響しあうため、この連鎖を

遮断しなければ状況を悪化させ、離職に至る

可能性が高まる。

5）ワーク・ライフ・バランスの向上

今回の調査からワーク・ライフ・バランス

が心身の健康のみならず、仕事に対する自信

ややりがい、創造性に大きな影響を与えてい

ることが明らかになった。

　仕事と生活のバランスをとりながらキャリ

ア形成を行うことで、エンジニアがプライド

を持って継続的に働き、創造的で質の高い成

果を出す可能性が示唆された。しかし、多く

のエンジニアが、ワーク・ライフ・バランス

が取れていないと感じている実態が明らかに

なった。柔軟な発想を行うためには考える時

間を確保することが必要であり、ワーク・ラ

イフ・バランスの観点での人的資源施策がよ

り一層求められる。

5．現状で高く評価でき、今後強化・

　　拡大することが望ましい点

1）出向制度

　今回調査した企業全社でエンジニアの出向

が行われ、経済状況が大きく変化した近年で

も盛んに行われていることが明らかになった。

出向経験者の多くが、専門知識はもちろんの

こと、他社のエンジニアとの交流や自社と異

なる立場・観点で業務を行うことで、仕事全

体に対する能力が成長したという実感を得て

いた。また、企業や管理者も出向によるエン

ジニアの成長を評価する傾向が強く見られた。

業務上の必要性から行われている出向制度が

エンジニアの人材育成にも大きく貢献してい

ることが明確に示された。

2）社内外のネットワーク形成

　エンジニアが新しい知識を創造するために

は、知識・情報を取り込み、変換していくプ

ロセスが不可欠である。

　調査結果より、エンジニアは担当する技術
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分野の近いエンジニアとネットワークを形成

する傾向が強い。しかし、技術分野や企業、

国籍の枠を越えた幅広いネットワークを持つ

エンジニアは自らの能力に自信を持ち、さら

には業績が高く評価される可能性が示唆され

た。

6．提言

1）全体を通じて

　改善すべき課題は共通の原因を持つため、

個別の人的資源施策で対処しようとしても効

果は限定される。

　まず、「若手エンジニアの育成風土の劣化」

と「業務品質の劣化」の原因は、仕事量と労

働力のアンバランスが原因であり、人材配置

と仕事管理を改善し、若手を育成するための

環境を再構築しなければならない。

　次いで、「中高年エンジニアのモチベーショ

ン低下」と「女性エンジニアのキャリア意識

の欠如」を克服するためには、処遇理念を

「昇進による処遇」から「仕事による処遇」へ、

賃金制度を「個人属性基準」から「仕事基準」

へ転換することがポイントとなろう。

　これまで主流を占めている「昇進による処

遇」理念に基づいた、年齢・性・能力等の「個

人属性」を基準とした処遇制度では、キャリ

アに対する考え方が画一的になる傾向がある。

そのため、出産や育児で一時キャリアを中断

する女性エンジニアや、能力の向上が一時的

に停滞したエンジニアに対して低い評価が継

続する懸念がある。また、ポストと賃金の結

びつきが強いため、一定の成果を上げた場合

でも、昇進が行われない限り賃金の大幅な上

昇は見込めない。一方、「仕事による処遇」

理念に基づいた処遇制度では、エンジニアの

その時々の仕事の成果が仕事内容や権限、ひ

いては賃金に反映される。成果が正当に評価

され、フィードバックが実感できる処遇制度

へ転換することで、あらゆる層のエンジニア

がやりがいをもって働き続けることができる

といえよう。

　今後強化・拡大すべき点としてあげた2

点も前述の課題と同様に相互に関連しあい、

共通理念をその背後に共有している。それは

人の組織を超えた移動による情報・知識の個

人間移転を通した知識創造である。それゆえ、

この良好な組織的知識創造メカニズムをより

広く、かつ多様な形態で企業内に普及させる

施策の検討が望ましい。とりわけ旧来から行

われている人の移動に加え、情報通信技術を

活用することで、各企業間での知識と技術の

双方向での交流の機会を、より多くの対象者

に対し、多様な形で、提供する工夫が求めら

れる。

2）労働組合が取り組むべきこと

　労働組合は本来の機能である、組合員に適

切な労働条件を獲得する責任を、上記の現状

分析を踏まえ、エンジニアに対して実践する

ことが求められている。

　エンジニアの処遇に関しては、処遇理念と

処遇制度を「仕事」基準に変換し、管理職ポ

ストで処遇できないエンジニアに対して、各

人のキャリア段階にふさわしい、やりがいを

実感できる仕事に就ける制度を提案し、実現

すること、そして、その仕事にふさわしい労

働条件を各人に提供できる、処遇制度を構築

することが、組合の責任である。

　また、エンジニアのワーク・ライフ・バラ

ンスの向上を実現するには、中・長期で見て、
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仕事量と労働力の適切なバランスの実現が必

要条件である。組合は、職場の現状を常にモ

ニターすることで、会社に対しその改善を要

求し、実現しなければならない。

　上部団体は処遇制度の改善やワーク・ライ

フ・バランスの向上に関する施策を提案し、

加盟組合が課題意識を持ち、各企業労使で取

り組む環境を整備していくことが必要である。

会社に対しては、出向を中心としたエンジニ

アの交流が創造的な開発につながり、企業の

競争力を維持・発展させるとともに、人材育

成に対しても大きな意味を持つことを提唱す

る役割を担うことも必要であろう。

量と負荷のバランスを把握し、過不足がある

場合はタイムリーに対応しなければならない。

OJTにかけるべき工数も織り込み、職場での

技術伝承を継続させる配慮も求められる。中

長期に見たエンジニアの能力向上とモチベー

ションの向上を実現することが、最終的に技

術開発競争を勝ち抜く源泉となりうるといえ

よう。

3）会社が取り組むべきこと

　会社は処遇理念を「昇進による処遇」から

「仕事による処遇」へ、また、処遇制度を、年齢・

性・能力等の「個人属性」を重視する制度から、

仕事の内容、仕事の成果等の「仕事」を重視

する制度に転換する必要がある。今回の調査

で多くの課題が浮き彫りにされた女性、中高

年エンジニアの仕事意欲を向上させ、ひいて

は生産性をさらに向上させていくべきである。

　また、会社は、エンジニアのさまざまな形

での移動を促進する雇用・人事制度を構築・

実践する必要がある。現在、企業間の出向が

盛んに行われており、開発はもとより、エン

ジニアの能力開発の機会としても活用されて

いる。交流する人材の幅や交流する対象・範

囲を広げ、エンジニアのレベルアップを図る

施策を実施することが、企業としての技術力

の向上につながることを認識すべきである。

　現在、企業を取り巻く環境は厳しく、さら

に厳しい技術開発競争を強いられているが、

会社は担い手であるエンジニアの業務の質・
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トヨタの片づけ

トヨタの

片づけ
CLEAM桐u　PN慶　O只un卜liliNG

J㌧

㈱OJTソリューションズ著

中経出版刊　1，300円（税別）

新幹線お掃除の天使たち

遠藤功著

あさ出版刊　1，400円（税別）

中国が普通の大国になる日

中国が
普還の大国になる日

舜際嘱

RISlNG
C卜｛lNA

桐　隆著
日本実業出版社刊　1，500円（税別）

　トヨタ流の片づけの本。平易に、他社での改善事例を交えな

がら、生産性向上にも繋がる片づけの本質を説明する一冊。5

S（4S）が大事だとは分かっていても、一度、片づけても、

知らないうちに机が書類の山になり、日々、徹底することの難

しさを実感する。他の人が見ても分かるように、しっかりと5

Sが出来ておらず、人が変わると、資料がどこにあるか、PC内

のデータがどこにあるか分からなくて、探すのに苦労した経験

がある人も多いと思う。今一度、5Sを徹底したい。

　テレビでも取り上げられ話題になっており、また、書店でも

目にしたことがある人も多く、既に読んだことがある人も多い

のではないかと思う。本書は、新幹線の清掃といういわば裏方

の仕事に従事する人たちが、如何にいきいきとチームカを発揮

して自律的に働く様になったか、第一部では、現場リーダーに

よる仲間を褒める「エンジェル・リポート」を通じて、いきい

きと働いている様子を紹介し、第二部では、そこに至るまでの

2500日に及ぶ改革への地道な粘り強い取り組みを説明している。

組織を変えたい、活性化させたいという人に、読んでいただき

たい一冊。

　最近、尖閣諸島問題に端を発する対日デモ、不買運動など、

否が応でも中国の動向は気になる。中国に関する書籍というと

「脅威論」や、「崩壊説」がよく目につく中、本書のタイトルの

「普通の大国」が目に留まり、手に取ってみた。中国に進出して

いる日本企業は約2万5000社あり、中国の改革の行方によって

は不安定化のリスクはあるが、日本にとって中国が重要な国で

あることは変わらない。そうした中、日本企業が中国でビジネ

スを進展させていくカギとなるのは、ブランドカの回復であり、

そのためには、コミュニケーション能力の高い経営者と優秀な

スタッフが必要だと説く。他にも中国の政治・経済の現状とそ

の課題について広く分析されており、中国の理解に役立つ一冊。
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第3回理事会・第2回評議員会を開催

　公益財団法人中部産業・労働政策研究会は、10月16日（k）に第3回理事会を名鉄グランドホ

テル（名古屋市中村区）で、11月20日㈹に第2回評議員会を名鉄ニューグランドホテル（名

古屋市中村区）で開催し、公益財団法人移行後の第1期（2012年6月～8月）の事業報告と

決算報告、理事の選任などの議題を審議し、提案通り承認されました。

　理事の選任では、加藤裕治さんの理事長及び理事退任に伴い、全トヨタ労働組合連合会会

長の東　正元さんを後任の理事として評議員会で選任し、その後、理事、監事全員の同意に

より（決議省略の方法で）理事長に選定しました。

　東理事長のもと、事務局一丸となって財団の発展に努力してまいりますので、今後ともご

理解ご指導を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

理事長経歴

名
職

氏
現

出身地

東　正元

全トヨタ労働組合連合会　会長

（公財）中部産業・労働政策研究会

理事長

三重県

〈経歴＞

1969年3月

1988年9月

1992年9月

1994年9月

1996年9月

1998年9月

2000年9月

2006年9月

2012年11月

トヨタ自動車工業㈱入社

トヨタ自動車労働組合　執行委員

　　　　　〃　　　　　局長

全トヨタ労働組合連合会局長

　　　　〃　　　　　　　副事務局長

トヨタ自動車労働組合　副執行委員長

トヨタ自動車労働組合　執行委員長

全トヨタ労働組合連合会　会長

　　　　　　　　　　（現在に至る）

圃中部産業・労働政策研究会　理事長

　　　　　　　　　（～2008年8月）

（公財）中部産業・労働政策研究会　理事長
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「中部産政研公開セミナー」を開催

　当財団主催の公開セミナーを11月20日㈹に、名鉄ニューグランドホテル（愛知県名古屋市）

で開催しました。今回は、昨年9月から開始した調査研究テーマ「若手従業員の意欲と活力を

高める職場づくり」の報告会として実施したもので、中部地区の主要企業の労使代表や人事・

労務関係者など、130名を越える参加者がありました。

　研究主査を務めた慶慮義塾大学経済学部の太田聰一教授から、日本の若年雇用の問題と今回

のアンケート調査に基づいた若手従業員、管理・監督者の意識、若手と管理・監督者の意識の

ギャップなどについての詳しい実証分析結果の説明、それを踏まえた、次代を担う若手従業員

のやる気を高め、能力を引き出し、一人ひとりが成長を実感できる職場づくりのための提言等

が報告されました。

魚
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中部産政研　次世代育成道場

産政研
E“より 産政塾第24期生塾生募集

テーマ：『殻の外へ踏み出そう』

Q産黎塾孝は、、・、・・

　「組織の枠を超えて本音の論議」

　さまざまな分野で活躍する人や、同世代の異業種の仲間とともに、さまざまな考え方と

論議を交わす中で、切磋琢磨し、自らを磨いていく現代の道場です。

「産政塾のねらい」

　①幅広い視野や発想や判断、あるいは価値観とはどういうものかを実践により考える。

　②これから企業人・社会人としてものごとを判断するときに、何が大切かを実践によりつかむ。

　③自分の所属する組織の外に本音でものを言える仲聞をつくる。

b募秦概婁’1　、　、1

　〈対象〉

　・28歳～35歳程度（性別、職種は問いません）

　・自己革新意欲のある方

　・業務を調整し、全7回全てに参加できる方

　く開催頻度〉

　・2013年1月スタート、2013年8月終了予定

　・1回／月程度のペースで全7回開催

　・平日開催を基本（所属組織の了承を得て、出張にて参加をお願いします）

　〈会費〉

　・全7回分一括50，000円（請求書を発行します）

　　＊宿泊費、交通費等は含まれていません。

　　＊ただし、うち1回は1泊研修を予定しており、その際の宿泊費用は含まれます。

　〈申し込み・問い合わせ〉

　　・参加希望者は、下記事務局までご連絡ください。

　　〒471－0833　愛知県豊田市山之手8丁目131番地

　　　　　　　　全労済豊田会館3階　中部産政研　熊野

　　　　　　　　TEL　O565－27－2731／FAX　O565－27－2259

　　　　　　　　E－mail：kumano＠fine．or．jp
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10月16日㈹

10月19日團

10月25日休）

11月16日團

11月20日㈹

12月3日團

　　～下旬

12月20日困

2012年10月1日から12月末までの主な動き

第3回理事会を開催（名古屋市）

第1期年度研究「若手従業員の意欲と活力を高める職場づくり」

第6回専門委員会を開催（名古屋市）

第2期年度研究「ホワイトカラーの生産性向上に向けた働き方」の

アンケート調査のための事前ヒアリング

第2期年度研究「ホワイトカラーの生産性向上に向けた働き方」

第2回専門委員会を開催（名古屋市）

第2回評議員会を開催（名古屋市）

加藤裕治理事長が退任し、東正元理事長が就任

公開セミナー「若手従業員の意欲と活力を高める職場づくり」を開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名古屋市）

　　講師：慶慮義塾大学経済学部教授　　太田　聰一氏

第2期全トヨタ労連受託研究「競争力の維持向上に向けたこれからの労働

組合活動と労使関係のあり方」のアンケート調査のための事前ヒアリング

第2期年度研究「ホワイトカラーの生産性向上に向けた働き方」

第3回専門委員会を開催（名古屋市）

編集後記　、、、一繋　；，、．、、、・　．、…。∴．t．＿、・，－tt！／／／／　t・岨1臨・3．／一。　E／，転s’・

　例年、12月に入ると、年賀状の文面を作るために一年間、自分の身の回りに起こったことを振

り返っています。仕事やプライベートでの出来事、仕事や自己啓発の目標に対する達成度合いなど、

様々なことに想いを巡らせ、来年の目標を決めます。

　今年は年初に立てた目標をすべて達成できたわけではありませんが、忙しいながらも無事一年

を乗り越えられたという小さな達成感があります。年を重ねるとはこういうことなのでしょうか？

　皆様、良いお年をお迎えください。来年も弊財団をよろしくお願いいたします。　　　（熊野）

目
1

噸

編集・発行所
中部産政研発行日平成24年12月26日発行人東正元

国　　　　　　　公益財団法人中部産業・労働政策研究会

　〒471－0833愛知県豊田市山之手8丁目131番地全労済豊田会館3階
　TEL（0565）27－2731　FAX（0565）27－2259ホームページhttp：／／www．sanseiken．or．jp
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ここに記載されている内容は、共済商品の概要を説明したものです。ご契約の際は「パンフレット」「ご契約のてびき（契約概要・注意喚起情報）」等を必ずご確認ください。

　回回，
：：： ●：三

安心して生きていく。自分も、家族も。

個人定期生命共湊・こども定期生命共済・黙辱…定期生命共済・煽1共液・個人醸偶賓圧共済・匙身生命共済・個人畏嗣生命共済

全労済は、営利を目的としない保障の生協として

共済事業を営み、組合員の皆さまの安心とゆとり

ある暮らしをめざしています。出資金をお支払い

いただいて組合員になれば、各種共済をご利用

いただけます。

保障のことなら

全国労働者共済生活協同組合連合会

2212SO17．12．06KD



TOYOTA

明日へ、つづく、つないでいく。

　　美しい自然を、人間は創りだすことができません。

　　現代のこのすばらしい文明も、私たちの力だけでは築けません。

　いま、ここにあるすべては、過去より受け継いできた大切なもの。

　この財産を豊かに育み、子どもたちの未来に手渡していくことが、

　いまを生きる私たちの役目ではないでしょうか。

　トヨタは「環境」「交通安全」「人材育成」をはじめ「社会・文化」など

　幅広い分野で、さまざまな社会貢献活動を進めるとともに、

社員のボランティア活動を積極的に支援しています。

日本で、世界で、地球市民の一員として、

豊かな社会づくりとその持続的な発展のための活動に取り組んでいます。

トヨタの社会貢献活動の情報は、インターネットで詳しくご覧いただけます。

http／／www　toyota　colP／soolaLcontrlbution〆 5一ヨq目動軍株式会社
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